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取組№

1 大仙市地域福祉計画に基づき、地域福祉施策を展開するため、市内の
１４の地域（大曲地域７・周辺地域７）に、福祉関係団体や福祉、介
護保険施設の関係者、公共的団体等、地域横断的な組織として総合的
な地域福祉の推進役を担う「地域福祉推進委員会」を設置する。

4p

2 審議会等への女性委員の参画を推進する。

3 廃棄物の発生抑制と資源の利活用を目的とした地域の団体で構成する
使用済み天ぷら油回収のための組織による事業を実施する。

4 「大仙市災害時要援護者避難支援ﾌﾟﾗﾝ」に基づき、災害初動時の要援
護者の避難支援に関して各地域の共助による取組みを進めるため自力
では避難できない要援護者の情報を市と共有するなど、市と地域の協
働による避難支援の在り方について各地域での説明会を開催する。

5 各地区内公園の草刈り・清掃等の協働の推進
（管理人のいる児童公園を先がけとして実施し、町内会に働きかけ、
月１回、管理人を中心に清掃等を行う。また、出たゴミ等については
行政で処理する。）

Ⅰ　第２次行政改革大綱前期実施計画の概要

Ⅱ　平成２２年度の取組結果

１　市民参画と協働の推進

目　  　　次

①コミュニティの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

②市民との協働を目指すパートナーづくり・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（１）市民との協働のまちづくりの推進
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6 生涯学習における市民と行政のパイプ役、地域のリーダーとして活躍
している奨励員の４割は７０才以上であることから、奨励員の後継者
育成を図るため、年齢や地域バランスを考慮して委員を委嘱する。

7p

7 市民との協働による自主防犯、自主防災組織の結成促進を図るため、
市内３会場において「安全・安心まちづくりアカデミー」を開催す

8 人材育成に関する研修を支援する。（人材育成事業補助金を活用）

9 身近な暮らしと環境の関わりを知り、環境にやさしいライフスタイル
を身につけるため、全市民を対象とした環境学習事業を実施する。

10 地産・地消、食育を推進するため、農家や集落営農組織等と連携し、
地域で生産される野菜や加工施設で生成される菜種油、米粉など、安
全・安心な食材等を学校給食センターに提供する。

11 都市と農村の交流人口拡大を図るため、農家や関係機関の連携を強
め、農業体験や民泊等を積極的に推進する体制を構築する。

12 国等の交付金事業で設置した緑地公園広場を地域と協定し、管理運営
を委託する。
（自主事業の開催及び草刈等の管理）

13 道路パトロール業務内容の一端を民間（OB）のボランティアへ委託す
る。

14 学校支援ボランティア（学校応援団）を育成する。

15 総合型地域スポーツクラブを設立し育成する。

12p

16 議会報に、市民からの投稿コーナー等を掲載し、それを基に議会改革
につなげていく。

17 緊急連絡システム整備事業として構築した「防災ネットだいせん」に
より、登録した市民に対し防災情報を配信するとともに「被害情報」
について返信して貰い災害発生時の被害情報を共有する。

18 事務事業評価の結果の公表

19 遊休資産の公表

20 市民評価・まちづくりアンケートの公表

21 国保制度の改正点及び市の「国保運営安定化計画」の実施状況等の公表

22 全市民を対象とした環境学習事業の取組内容及び結果の公表

①市民との情報の共有・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

 広報誌やホームページを活用した情報を市民に公開する。

③市民活力（人材）、地域活力（団体等）の醸成・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（２）情報の共有と市民参画の推進
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23 河川の水質、騒音調査結果や環境基本計画・行動計画などの取り組み
状況の公表

24 ごみの減量化施策の実施状況の公表

25 公立図書館の蔵書を充実させ、利用者及び貸出冊数の拡大を図る。

17p

26 市民評価・まちづくりアンケートを実施する。

27 まちづくり交付金事業事後評価の結果を市のホームページに掲載し、
市民に公表・意見募集を行う。

18p

28 事務分掌を抜本的に見直す。

29 事務事業評価を実施し、ＰＤＣＡサイクルによる不断の事務改善を行
う。

19p

30 情報システム調達現状調査・調達指針作成

31 情報システム調達ガイドライン作成　・業務システム最適化計画作成
・共通基盤導入計画作成

32 職員研修（CIO育成研修、調達ガイドライン）

33 情報システム調達計画作成

34 時間帯による必要箇所以外の消灯に努める。

35 蛍光管の効率的照明を図るため、適材適所な取付けをする。

36 職員からの業務改善提案を募集する。（業務改善奨励規程に基づく）

37 本庁及び支所市民課職員の窓口事務研修を行う。

①事務事業の目的の明確化と施策の目標値の設定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

②事務効率の向上と行政コストの削減・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

 共通基盤（地域情報プラットホーム）導入事業
 ・次期電子システム導入にあたり、地域情報プラットホーム（共通基盤）の
手法を取り入れながら様々な公共情報システムの連携が可能となるように、
利用者主導の情報システム調達のルール化を図り、平成２５年度からの本 稼
働を目指す。

２　効率的な行政運営の確立

（１）行政運営のスリム化の推進

②市民の声を施策に反映できる仕組みづくり・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
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38 旅券発給事務を開始し、市民の利便性の向上を図る。

39 公共料金の口座振替を促進する。

40 投票所を再編する。

41 職員ポータルを活用した「監査・審査のフォローアップ」の各課への
定着を図る。

42 市営住宅の家賃や駐車場使用料の口座振替による納付を推進し、事務
の簡素化・効率化及び収納率の向上を図る。

43 　公共事業の気づきにくい改善余地を効率的に見つけ、より最適な設
計の提案を検討する手法であるValue Engineering（以下「VE」とい
う。）の取り組みを行い、公共工事のコスト削減を図る。多様な年齢
層の行政組織内の技術職員（インハウス・エンジニア）が一堂に会す
ることにより、相互の技術力向上が期待できるとともに、実務経験豊
かな職員の経験・視点・発想などを若手職員に伝承する場にもなるこ
とから、ワークショップ型設計VEを実施する。

44 CALS/EC（公共事業支援統合情報システム）対応の土木CADソフト
ウエアを用い、設計業務委託で納品された成果品図面（電子データ）
から発注図面を作成するための操作を行うため、集合研修及びCADソ
フトを導入する。

27p

45 平成２２年２月からのレセプトの電子化に伴うレセプト点検業務の国
保連への委託による臨時職員数の見直しを行う。

46 現在８地区で実施している乳幼児健診を西部１カ所・大曲１カ所・東
部１カ所の３地区に集約する。

47 現在８地区で実施している予防接種を西部１カ所・大曲１カ所・東部
１カ所の３地区に集約する。

48 簡易水道事業の事業統合に向けた統合基本方針を策定し、事業のスリ
ム化・効率化を目指す。

49 類似する公民館主催事業（講座等の開催）について、隣接地域の他の
公民館と合同開催することにより、参加動員の動員増加による開催規
模の拡大化や講座内容の質の充実、経費の節減といったことが期待さ

51 地域スポーツクラブ等への事業委託を推進する。

30p

52 既存の施設や人材を積極的に活用し、市民に新しいサービスを提供す
る「ゼロ予算事業」を実施する。

④ゼロ予算事業の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

③事業のスリム化・効率化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
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31p

53 団塊世代の大量退職等による職員数減に対応するため、組織機構を再
構築する。

54 平成１８年に策定した第一次定員適正化計画が１年早く達成できたた
め第二次計画を策定して適正化に向けて削減の継続に努める。

55 車両の集中管理を行う。

56 東部・西部農業委員会を統合する。

57 私的諮問機関の設置要綱等の見直しを行う。

58 大曲地域の公民館で行っている支所業務の見直しを行う。

34p

59 記者会見でのＴＶシステムの活用（現在各総合支所とはＴＶ会議シス
テムを利用しているが、本庁でも活用する。）

60 車両に関する情報の共有化と安全予防管理施策を構築する。

61 本庁と各総合支所間において、業務情報を共有し迅速に事務処理をす
るため、テレビ会議システムの活用を推進する。

62 福祉事務所内の相談支援体制を向上させるために、生活保護情報、高
齢者情報、障がい者情報、介護認定情報、介護施設入所情報、子育て
支援情報、家庭援護情報、一人親家庭情報などの福祉事務所の各課で
扱っている福祉情報を一元化し、基本的な家庭状況を把握できる情報
体制を整備する。

63 福祉事務所内において、効率的、集約的な相談支援体制を構築するた
めに、福祉事務所の事務事業や組織の見直しを行う。

37p

64 生涯スポーツ社会実現のために策定された「大仙市スポーツ振興計
画」のスムーズな計画推進を図るため、スポーツ振興審議会を設立す

65 学校給食センター全体の統廃合に向けた建設計画について市民との検
討委員会を設立する。

38p

66 指定管理者制度の積極的な導入を推進する。

67 公共施設見直し計画に基づき施設の適正な配置・再編を推進する。

68 公用車の管理・運転業務を外部に委託する。

③全市的政策立案のための広域的なネットワークの構築・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

④公共施設の見直し及び指定管理者制度、民間委託化の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

①市民ニーズに応えられる簡素で効率的な組織機構の整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

②情報の共有化と組織内コミュニケーションの改善・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（２）組織機構、施設の再編・整理
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69 「委託デイサービス事業」の運営方法を改善する。

70 県単児童館を地元自治会へ譲渡する。

41p

71 市道管理の統一化を図る。

72 既存施設の延命化と新規投資のバランスを考慮するため年次別に施設
営繕台帳を作成し、施設維持経費を管理する。

73 ４市民会館+中央公民館・交流センターの６館の、平成３７年度までの
長期修繕計画を策定し、計画に基づいて実施する。

74 池田氏庭園の維持管理点検シート等を用いた管理体制を確立する。

43p

75 遊休施設統廃合推進のための、老朽化した文化財収納保存施設内の収
蔵資料を移転する。（旧峰吉川小へ）

44p

76 人材育成基本方針の中心であるＯＪＴ（職場内研修）が、全ての職場
で行われるような体制にするために、評価者研修・管理職研修でＯＪ
Ｔについての研修を実施する。

77 人事評価において、評価する側の研修を実施する。

45p

78 市単独でできるもの、県や市長会等と合同で実施するものを検討・仕
分けし、実施する。

79 多様化する市民ニーズに対応するための、専門研修等について検討す
る。

46p

80 人事評価制度を導入する。

81 人事評価結果の人事・給与への反映を検討する。

82 業務マニュアルを作成・活用することで業務の資質向上への意識改革
を図る

②研修体系の見直し・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

③職員の資質向上、意識改革、能力開発・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（３）人材育成基本方針に基づく職員育成

⑥遊休施設の有効利用、整理・統廃合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

①人材育成基本方針に基づく研修制度の充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

⑤点検による施設の現況調査結果をもとに、予防保全管理施策の構築・・・・・・・・・・・・・・
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83 マナー向上委員会を継続し、職員の接遇に関する意識を高め、丁寧さ
や親しみが伝わるような接遇を実施し、市民に信頼される職員を目指

84 定期監査を活用し、職員の「事務品質」を確保する。

49p

85 新規起債発行額を当該年度元金償還額の８割以内に収める。

86 交付税算入率の高い地方債を活用する。

50p

87 「貸借対照表」「行政コスト計算書」「資金収支計算書」「総資産変
動計算書」の財務４表を公表する。

51p

88 徴収体制の強化により市税収納率を向上させる。

89 市有地の公売を推進する。

90 インターネットを利用し公用車・重機等を全国ネットで公売する。

91 分譲地のチラシを作成し、積極的な売払いを推進する。

92 ふるさと納税制度のＰＲ活動と寄付者（金額）の拡大を図る。

93 「国民健康保険運営安定化計画」により、医療の動向等による国保税
の適正な税率について計画の変更を実施する。

94 粗大ごみ収集体制の統一化による有料化を市内全地域へ拡大する。

95 保育園保育料

96 幼稚園保育料

97 給食費

①自主財源の確保・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

②財務情報の開示・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

①起債事業の厳選と市債発行額の抑制・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

 保育料、幼稚園、給食費の過年度の滞納について、一般税を収納する収納推
進課と連携して取り組むことで、少しでも未収金の解消に努める。
・取組み内容 滞納者情報の共有（名寄せ・管理表）収納推進課との徴収協議

（２）公平で効率的な財政運営の確保

（１）自立・持続可能な財政基盤の確立

３　財政の健全化
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98 水道料金収納対策会議を強化し、加入促進及び収納対策計画を策定
し、自主財源の確保を図る。

57p

99 軽微な修繕等を、地域の小規模業者に発注することにより、効率的な
施工の推進と地域経済の活性化を図る。

100 橋梁の長寿命化修繕計画及び工事

101 ４市民会館の事業について、開催の時期的な重なりや、公演内容の偏
りなどのないように調整することで、バランスの取れた効果的な催し
物の開催をめざす。
また、総合市民会館が主導的な見地から市民会館全体の事業費の調整
を行い、縮減に努める。

59p

102 市単独補助金を縮減する。

103 納税貯蓄組合の補助基準を改正する。
（口座振替制度の促進）

104 雇用拡大のために制度のＰＲに努める。

105 雇用拡大助成金を見直す。（助成対象事業所の拡充）

106 雇用奨励助成金制度を見直す。（交付時期の見直し）

107 圏域雇用助成金制度を創設する。（仙北市、美郷町内事業所における
大仙市民の雇用創出）

108 緊急雇用助成金の見直し及び継続検討（助成対象事業所の拡充、要件
の見直し）　※１年以上の雇用　→　正規雇用

50 協和地域における遠距離通学バス補助金削減に伴い、遠距離通学バス
の台数を削減する。
台数の削減にあたっては、現在、児童生徒数が減少傾向にあるため、
今後の通学支援を要する児童数に見合った適正な運行経路及び代替の
交通手段等を精査し、地元住民や学校、バス会社などと協議を進め
る。併せて、児童生徒の体力つくりのために全市を挙げて「てくてく
とくとく歩いて学校へ行こう運動」を奨励していく。

63p

109 市借用の放牧地・採草地の整理統合を図る。

 雇用機会拡大のための施策推進及び助成金制度の見直し。

②公平で効率的な事業精査・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

③補助金の見直し・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

④施設運営の改善・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
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１．全体の進捗状況

２．年次計画（数値目標）に対する単年度達成度

　本市では、平成１７年度に策定した行政改革大綱が平成２１年度で推進期間が終了し、平成２２年度か
ら平成２５年度までの４カ年を推進期間とする第２次行政改革大綱を策定しました。
　この第２次行政改革大綱は、「市民満足度の向上」を目指し、第１次大綱の３つの基本方針「市民参画
と協働の推進」「効率的な行政運営の確立」「財政の健全化」を引き続き推進し、前期・後期各２年に分
けて策定する実施計画により具体的な取組を行っていくこととしております。

　前期実施計画の１０９の取組項目について、１１０の進捗状況調書を担当課が作成し、取組結果や検討
等の状況、次年度以降への対応（課題や改善点）、年次計画に対する実績及び財政効果を取りまとめまし
た。

　全体的な進捗状況については、下のグラフに示すとおり「実施した」が８２項目（７４％）、「方針・
計画を策定した」が１１項目（１０％）、「調査・検討を行った」が１３項目（１２％）、「未着手」が
４項目（４％）で、財政効果については８，０４４，１３１（千円）の効果（後年度に及ぶ効果を含む）
がありました。

　

　年次計画（数値目標）に対する単年度の達成度について、目標を数値で示してあるものは、「（実績値－現状値）
÷（目標値－現状値）×１００％」の計算式により算出しました。
　数値目標の無いものについては、「年度毎の計画」、「取組結果や検討等の状況」等を総合的に勘案し、達成度を
判定しました。
　その結果、下のグラフに示すとおり、達成度「１００％以上」が６８％、「８０％以上１００％未満」が７％、「５０％以上
８０％未満」が５％、「５０％未満」が１１％、「その他」が９％となりました。
（２３年度から実施のため未着手、または２２年度において計画の変更等があった場合は「その他」としました。）

Ⅰ 第２次行政改革大綱前期実施計画の概要

Ⅱ 平成２２年度の取組結果

実施
(74%)

方針・計

画
(10%)

調査・検討
(12%)

未着手
(4%)

１００％

以上
(68%)

８０％以上

１００％未

満
(7%)

５０％

以上

８０％

未満
(5%)

５０％

未満
(11%)

その他
(9%)
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実施
方針・
計画

調査・
検討

未着手

① コミュニティの推進 1 1 0

②
市民との協働を目指すパー
トナーづくり

5 4 1 0

③
市民活力（人材）、地域活力
（団体等）の醸成

9 8 1 936

① 市民との情報の共有 10 7 2 1 0

②
市民の声を施策に反映でき
る仕組みづくり

2 2 0

①
事務事業の目的の明確化と
施策の目標値の設定

2 2 0

②
事務効率の向上と行政コス
トの削減

15 15 544

③ 事業のスリム化・効率化 6 5 1 2,047

④ ゼロ予算事業の推進 1 1 0

①
市民ニーズに応えられる簡素で
効率的な組織機構の整備

6 1 3 2 229,298

②
情報の共有化と組織内コミュ
ニケーションの改善

5 3 2 756

③
全市的政策立案のための広域
的なネットワークの構築

2 1 1 0

④
公共施設の見直し及び指定管
理者制度、民間委託化の推進

5 3 1 1 7,920

⑤
点検による施設の現況調査結果を
もとに、予防保全管理施策の構築 4 1 3 0

⑥
遊休施設の有効利用、整
理・統廃合

1 1 100

①
人材育成基本方針に基づく
研修制度の充実

2 1 1 0

② 研修体系の見直し 2 1 1 0

③
職員の資質向上、意識改
革、能力開発

5 4 1 0

①
起債事業の厳選と市債発行
額の抑制

2 2 7,636,358

② 財務情報の開示 1 1 0

① 自主財源の確保 12 8 3 1 29,434

② 公平で効率的な事業精査 3 2 1 790

③ 補助金の見直し 8 8 135,195

④ 施設運営の改善 1 1 753

82 11 13 4

74% 10% 12% 4%
8,044,131110総 計

取組
内容数

進捗状況

(3)

推進項目

人材育成基本方
針に基づく職員育
成

財政効果
（千円）

情報の共有と市
民参画の推進

　推進項目、取組項目ごとの進捗状況については下記一覧表のとおりでした。
　推進項目中「２、（１）行政運営のスリム化の推進」の２４項目の取組では、２３項目（９６％）が実施していたのに対し、
「２、（２）組織機構、施設の再編・整理」については、２３項目中１０項目（４３％）しか実施しておらず、ほとんどが調査・
検討にとどまりました。これは、２３年度以降の実施に向け、現体制の見直し含めた調査・検討会の実施、計画の策定
や一定の方針を定めたことによるものです。

基本方針

行政運営のスリム
化の推進

市民参画と協
働の推進

自立・持続可能な
財政基盤の確立

(2)

３．推進項目、取組項目ごとの進捗状況

行政改革大綱の体系

(1)
市民との協働の
まちづくりの推進

取組項目

1

公平で効率的な
財政運営の確保

組織機構、施設
の再編・整理

3 財政の健全化

2

(2)

効率的な行政
運営の確立

(1)

(2)

(1)
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４．取組内容ごとの進捗状況

（１）市民との協働のまちづくりの推進

①コミュニティの推進

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 地域数 0 7地域

上記年次計画に
対する実績

　0地域

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

○ 方針・計
画

実施

22

　「地域福祉推進委員会」の設置については、年度当初よ
り関係団体等との協議を重ねてきた。
　「地域福祉推進委員会」について
　○位置づけ・・・住民が住み慣れた地域で安心して暮ら
すことが出来るよう検討、実施し、地域ぐるみで支えあう地
域福祉を担う組織
　○役割・・・見守り体制の整備　・　福祉ニーズの把握
・　情報提供体制の充実　・　関係機関等との連携、情報
共有　・　地域での防災意識の啓発　等
　しかし、地域に新たな組織を立ち上げることは、地域福
祉を推進していく上で、地域の枠組みを複雑にするとの指
摘を受けたことから、既存の団体又は組織が本来有してい
る機能を活用したスキームを構築する方向に軌道修正す
ることとした。

　実際に地域に赴き、それぞれの地域の実情に
即した地域福祉の形を再検討する。そのうえで関
係団体等との協議を重ね、「地域福祉推進委員
会」に相当する役割を担う枠組みを作っていく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

大仙市地域福祉計画に基づき、地域福祉施策
を展開するため、市内の１４の地域（大曲地域
７・周辺地域７）に、福祉関係団体や福祉、介護
保険施設の関係者、公共的団体等、地域横断
的な組織として総合的な地域福祉の推進役を
担う「地域福祉推進委員会」を設置する。

14地域

1

１　市民参画と協働の推進　

社会福祉課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

実績

-　3　-



（１）市民との協働のまちづくりの推進

②市民との協働を目指すパートナーづくり

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№
女性委員
の登用率

33.4% 35.0%

上記年次計画に
対する実績

32.3%

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 事業実施地域数
１地域で実施

７地域組織づくり
８地域

上記年次計画に
対する実績

８地域

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　平成21年3月に中仙地域で開始した廃食用油回収事業
を拡充し、平成22年度には他の市内７地域にも協議会を
設立し、民間団体によるものとしては県内初となる市内全
地域での廃食用油回収事業を実施した。
　回収された廃食用油は循環型資源としてバイオディーゼ
ル燃料に精製され、軽油の代替燃料として学校給食の配
送車などに有効に活用されている。

　平成22年度に市内全地域での廃食用油回収事
業を実施したことから、引き続き民間団体による廃
食用油回収事業を継続実施する。併せて各団体
の自立を促進する。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

廃棄物の発生抑制と資源の利活用を目的とし
た地域の団体で構成する使用済み天ぷら油回
収のための組織による事業を実施する。

８地域

3 実績

環境交通安全課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

①職員ポータルの掲示板や庁内推進会議等の機会を利
用し、審議会等への女性の登用を呼びかけた。
②現在、市の審議会委員等になっている女性の方々に対
してアンケートを実施し、広く「女性人材リスト」への登録を
呼びかけると共に、他の女性の推薦を求め、女性人材リス
トの拡充を図った。（登録者数26人→54人）
③女性人材リストを活用し、庁内各部所において各種審議
会委員等を人選する際に女性の情報提供を行った。

　目標に対する数値がまだまだ不足していること
から、審議会等を取り扱う各部所等への更なる意
識啓発を図る。
①男女共同参画推進員を１年単位で交代させ、
たくさんの職員に男女共同参画に関わってもらう
ことで、職員ひとりひとりの意識改革を図ってい
く。
②各種審議会委員等の任期を把握し、改選を迎
える数ヶ月前には関係課所等へ再度連絡し、女
性の登用を働きかける。
③女性人材リストへの登録者数を更に増やし、必
要な課所等へ女性の情報を提供する。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

審議会等への女性委員の参画を推進する。

35.0%

2 実績

男女共同参画・交流推進課

-　4　-



指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 実施

上記年次計画に
対する実績

一部実施

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 実施主体 行政・管理人
地区民・管理人

・行政

上記年次計画に
対する実績

地区民・管理人
・行政

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　４月の公園管理人会議で各公園の草刈り・清掃等を管
理人ばかりでなく、地区民と一緒に作業していくことで、町
内会長に働きかけて頂いた。適宜見回りや管理人への聴
取結果、自分達の公園と意識し、町内会全体で積極的に
清掃・草刈り等作業して頂いた公園もあったが、管理人任
せの公園もあった。

　年度初めの公園管理人会議に於いて、町内会
にも声を掛け全体で清掃草刈り等作業進めるよう
伝える。
　また、ゴミ袋等を配布する。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

各地区内公園の草刈り・清掃等の協働の推進
（管理人のいる児童公園を先がけとして実施
し、町内会に働きかけ、月１回、管理人を中心
に清掃等を行う。また、出たゴミ等については行
政で処理する。）

地区民・管理人
・行政

5 実績

都市管理課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　今年度は、大曲地域を除く７支所にて、地区の民生委員
と自治会長の合同説明会を開催し、災害時の初動期の避
難対応について地域の共助の必要性について理解を求
めた他、避難支援の協力者の人選に関する協力を求め
た。
　この結果、支所の災害時の要援護対象者５４６名の７０％
にあたる３８６名の避難支援協力者が確保できた。
　なお、大曲地域の避難支援協力者は２４６名の５６％と低
いことから２３年度で対応することとしている。
　大仙市全体では、７９２名の対象者の内、策定済者５２５
人（６６．３％）未策定者２６７人（３３．７％）。

　災害時の初動期の避難対応は、地域の共助によ
る助け合いが不可欠なことから、地域防災の取り組
みに関して各地域を管轄する支所が主体的に地域
防災に取り組む必要があるほか、地域の自治会や
町内会を巻き込んだ地域全体の災害予防活動に取
り組んでいく地域防災体制づくりが大きな課題。
　地域防災に関しては、「地域でなければわからな
い情報があり、地域で進めることでより効果的な業
務」であることから、平成２３年度では各支所の業務
に位置づけ、災害時要援護者情報の整備、情報の
更新作業、地域防災体制づくりなどを行ってもらうこ
とを要望していく。大曲地域内については、説明会
の開催が未実施であることから、民生委員・町内会
等との連携について検討・協議をすすめ今後取り組
んでいく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

「大仙市災害時要援護者避難支援ﾌﾟﾗﾝ」に基づ
き、災害初動時の要援護者の避難支援に関し
て各地域の共助による取組みを進めるため自
力では避難できない要援護者の情報を市と共
有するなど、市と地域の協働による避難支援の
在り方について各地域での説明会を開催する。

4 実績

社会福祉課

-　5　-



指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№
生涯学習
奨励員数

58人 58人

上記年次計画に
対する実績

－

財政効果
（千円）

－

年度

○ 未着手

調査・検
討

方針・計
画

実施

生涯学習課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

実績

22

　今年度は委員の改選時期に当たらないため、地域バラ
ンスや後継者育成、若返りなどを考慮した新たな委員の委
嘱はできなかった。

　来年度が委員改選時期に当たるため、８地域の
委員数、男女別人数、年代別人数、地域の後継
者となるべき人材などを調査検討し、地域の生涯
学習にますます活力が与えられる環境が整備さ
れるようバランスのとれた委員の委嘱をする。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

生涯学習における市民と行政のパイプ役、地域
のリーダーとして活躍している奨励員の４割は７
０才以上であることから、奨励員の後継者育成
を図るため、年齢や地域バランスを考慮して委
員を委嘱する。

65人

6
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（１）市民との協働のまちづくりの推進

③市民活力（人材）、地域活力（団体等）の醸成

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№
自主防災組織

結成率

安全安心ｱｶﾃﾞﾐｰ開
催（5回）

31%

安全安心ｱｶﾃﾞﾐｰ開
催（5回）

35％

上記年次計画に
対する実績

４回
（３１．３％）

財政効果
（千円）

ー

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№
補助金を活用した

個人・団体数
0 ５個人（団体）

上記年次計画に
対する実績

0

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　当該制度について市民に対し広く周知を図るため、市の
広報及びホームページにて告知をしたものの、申請・活用
には至らなかった。

①次年度以降も引き続き、市の広報及びホーム
ページでの告知を図る。
②地域振興に貢献しうると思われる団体・個人に
関わりある課所室に対し、当該制度の周知につい
て協力依頼する。（農林振興課や教育委員会、男
女共同参画・交流推進課、各支所市民サービス
課など）

取
組
内
容

人材育成に関する研修を支援する。
　（人材育成事業補助金を活用）

５個人（団体）

8 実績

22

　安全・安心アカデミーをはじめ、ＤＩＧ(災害図上訓練)を
踏まえた出前講座の促進により、町内会等の単位で結成
を推進した。

【平成２２年度出前講座実施状況】
・全１１回開催、７９８人が受講

　東日本大震災により、組織結成の芽が出始めて
いると考えられる。引き続き、町内会・自治会の総
会に訪問し、出前講座の推進を行う予定である。
ＤＩＧ(災害図上訓練)を通して自助・共助の必要性
を訴えていく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

実績

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

市民との協働による自主防災組織の結成を促
進する。

40％

7

総合防災課

総合政策課

取組結果や検討等の状況
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指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 学習取組者数 10,000人 12,000人

上記年次計画に
対する実績

25,258人

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№
米粉パンを月２回
学校給食に提供

地場産菜種学校給
食活用モデル

事業実施

上記年次計画に
対する実績

神岡・西仙北・協和
地域で実施

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

①地場産の菜種油を３地域の学校給食に合計で３００㎏
利用し、通常使用の油との差額を助成した。
②地元農業生産法人が生産した米を地元で製粉し、地元
の製パン業者で製パンした米粉パンを学校給食で月２回
提供した。
③学校給食への地場農産物供給推進会議を７月と２月に
開催した。地場産農産物の利用率を向上させるため課題
を検討した。

①菜種学校給食活用モデル事業は３ｶ年事業で
あり、２３年度は大曲・南外地域の児童へ菜種油
を合計５００㎏使用する。
②学校給食での米粉パンの月２回の提供を継続
する。
③地場農産物利用率向上を図るため検討会開催
を継続する。

取
組
内
容

地産・地消、食育を推進するため、農家や集落
営農組織等と連携し、地域で生産される野菜や
加工施設で生成される菜種油、米粉など、安
全・安心な食材等を学校給食センターに提供す
る。

地場産菜種学校給
食活用モデル

事業実施

10 実績

次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　地球温暖化をはじめとする様々な環境問題に対する意
識啓発を図るため、地域住民と一体となった環境保全の
推進を目指した環境学習を実施した。
①子どもエコチャレンジ
（夏休み、市内全小学校4年生と保護者、753人）
②大仙市環境家族宣言
（8月、中学生世帯・一般世帯､7,632人）
③ワンデイ・エコチャレンジ
（冬休み、小中高校生・一般市民・事業所、16,821人）
④夏休み親子環境学習（自然観察会）
自然に触れる機会を提供し、自然保護への重要性や理解
を深める自然観察会を開催した。
（７・８月、小学生と保護者、52人）

　環境問題を解決するためには一人ひとりが身近
な生活環境について、学び、理解し、自ら取り組
み、環境に優しいライフスタイルを身につけること
が必要であり、今後も取組を継続する。また、昨今
のエネルギー問題をふくめ、環境分野は日々変
化しており、社会情勢なども考慮した内容を検討
していく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

身近な暮らしと環境の関わりを知り、環境にや
さしいライフスタイルを身につけるため、全市民
を対象とした環境学習事業を実施する。

14,000人

9 実績

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度
環境交通安全課

農林振興課

取組結果や検討等の状況

取組結果や検討等の状況
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指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№
各地域で農作業体
験の受け入れ実施

都市農村交流推進
協議会設立

上記年次計画に
対する実績

都市農村交流推進
協議会設立

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 地域との協議

上記年次計画に
対する実績

集落会による施設
管理を実施

財政効果
（千円）

936

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　地元住民による適切な施設管理を実施した。
　Ｈ２２年度に緑地広場の管理に関する協定書を締結し
た。
　（業務内容）
　　管理施設および設備の維持管理に関する業務。
　　施設の見回り、清掃、草刈り等、その他必要と思われる
業務。

　下記の５施設において地元との管理協定締結した。
　　・太田大清水緑地広場
　　・太田孫清水緑地広場
　　・太田永代緑地広場
　　・太田北野緑地広場
　　・太田根笹緑地広場

　地元住民による適切な施設管理を継続する。
　Ｈ２２年度施工の太田惣行大堤森林緑地広場
をＨ２３年度において管理協定の締結を予定。

取
組
内
容

国等の交付金事業で設置した緑地公園広場を
地域と協定し、管理運営を委託する。
（自主事業の開催及び草刈等の管理）

自主管理運営

12 実績

次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

①大仙市都市農村交流推進協議会設立
　　６月　　会員４２名
②会員募集　　２３年３月現在４５名
③先進地研修（奥州市子ども夢学校）
　　１１月　会員２６名参加

①会員の募集を行う。
②会員の民宿・民泊取組への誘導を行う。
③受入マニュアルの整備する。
④モデル事業の実施する。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

都市と農村の交流人口拡大を図るため、農家
や関係機関の連携を強め、農業体験や民泊等
を積極的に推進する体制を構築する。

11 実績

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度
農林振興課

農林振興課

取組結果や検討等の状況
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指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ ボランティア（人） なし なし

上記年次計画に
対する実績

なし

財政効果
（千円）

－

年度

○ 未着手

調査・検
討

方針・計
画

実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№
学校支援ボランティ

ア数
850人 １，000人

上記年次計画に
対する実績

２，８１５人

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　市では９つの学校支援本部を設置し、学校支援地域本
部事業を実施している。この事業を通して「開かれた学校
教育」が実現され、地域住民にとっては自分たちが持って
いる技能や知識を社会に還元する機会となっている。
　今年度は、市内全体で延べ１，８３７事業を実施し、２，８
１５人の地域ボランティア（学校応援団）が関わった。当初
の予想より大幅にボランティアの数が増えたのは、団体で
の関わり、いわゆる老人クラブやサークル・同好会などの
関わりが増えたことと、支援本部が増えたためと思われる。

　学校支援地域本部事業を、将来的に全中学校
区での実施を目ざしているが、中学校ではより高
い専門性が求められる場合も予想されることから、
関わることのできるボランティアが減ってしまうこと
が心配される。
　したがって、地域ボランティア活用の積極的な意
義が薄れる可能性がある。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

学校支援ボランティア（学校応援団）を育成す
る。

１，100人

14 実績

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　平成２２年１０月１日付けで、秋田県と大仙市の道路ネッ
トワークに係る覚書を交わし、県管理道路を定期的なパト
ロールをしている状況の中で、市管理道路に災害等の異
常が発生した場合に、一時的な応急措置をすることとし
た。（２２年度実施路線：（市道１級　宿・立倉線）西仙北地
域）

　道路パトロールの業務の主目的は道路破損状
況を早期に把握し事故の未然防止にある。また、
道路の破損状況は目視により確認できるため、で
きるだけきめ細やかな道路維持のため地区分け
をして通報者を募っていく。
　そのための第一歩としてより道路に関心を持っ
ている建設系のOBをコアとして委託し、将来的に
は 善意の市民にも参加を募る。押しつけではなく
自発的に参加していただける環境を整えていく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

道路パトロール業務内容の一端を民間
（OB）のボランティアへ委託する。

４０人

13 実績

道路河川課

生涯学習課
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指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 新規設立クラブ数
1クラブ

大曲スポーツ
クラブ

上記年次計画に
対する実績

２クラブ
太田、内小友

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　年間を通し、随時秋田県スポーツ振興課及び秋田県体
育協会クラブ育成アドバイザーから、総合型地域スポーツ
クラブの位置づけや助成制度等の説明について訪問活動
をしていただき、設立に向けての支援を続けてきた。
　結果として、総合型地域スポーツクラブが２団体（太田ス
ポーツクラブ、内小友スポーツクラブ）と、総合型には至っ
ていないがスポーツクラブ（大仙スポーツクラブ）１団体が
創設された。

　大仙スポーツクラブ（神岡地域）は、サッカーを
中心としたスポーツクラブとして設立されている
が、将来的に総合型のスポーツクラブとして推進
していく。
　また、他の地域においても総合型地域スポーツ
クラブ設立の兆しが見え始めているので、更に創
設支援活動を継続していく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

総合型地域スポーツクラブを設立し育成する。

2クラブ
太田、内小友

15 実績

スポーツ振興課
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（２）情報の共有と市民参画の推進

①市民との情報の共有

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 掲載回数 0 2回

上記年次計画に
対する実績

０回

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

○ 調査・検
討

方針・計
画

実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№
「防災ネットだいせ

ん」登録者数

新規に緊急連絡
メールシステム「防
災ネットだいせん」

を構築

1,000人

上記年次計画に
対する実績

平成２２年度末
1,238人

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

市報等の広報効果と水害(7月)、台風(8月)、集中豪雨(8
月)、東日本大震災(平成23年3月)等の影響により、登録者
数が増大した。

【広報手段】
　①新聞(魁新聞、4月21日(水))
　②市広報誌(「だいせん日和」４月号vol.144、P9)
　③市ホームページ

【登録者推移】
　平成22年4月1日現在　・・・  738人
　　　 　　  ↓
　平成23年3月31日現在・・・1,238人
　（22年度登録者数・・・500人）

　当年度内に発生した「東日本大震災」による市
民の危機管理意識高揚効果で、更なる登録者数
増加が見込まれる。
　引き続き、積極的な防災メールの発信に努める
とともに、登録者数の拡大化を促進する。市ホー
ムページ、広報誌の他、出前講座の中でも登録を
アピールする。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

緊急連絡システム整備事業として構築した「防
災ネットだいせん」により、登録した市民に対し
防災情報を配信するとともに「被害情報」につい
て返信して貰い災害発生時の被害情報を共有
する。

2,000人

17 実績

総合防災課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　本会議傍聴者に寄稿依頼をし議会報に掲載したいと考
えていたが、毎号１０ページという限られた中で、一般質問
者の人数によっては掲載出来ない場合も生じるため、その
他の掲載記事の内容を検討することとし２２年度は掲載を
見送った。

　定例会の傍聴者に、当日の資料と一緒にアン
ケート用紙を配り、傍聴をしてみての感想や意見
等をいただいて、議会報への掲載の許可を得ら
れたら少スペースの可能性もあるが掲載してい
く。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

議会報に、市民からの寄稿コーナー等を設け、
より開かれた議会をめざす。

4回

16 実績

議会事務局

-　12　-



指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№
試行実施のため、

概要のみ公表

実施結果の一覧と
一部の評価シートを

公表

上記年次計画に
対する実績

報告書の作成
と公表に向けた内

容の精査

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

○ 方針・計
画

実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№
作成

（台帳作成）

上記年次計画に
対する実績

現状把握と適正価
格の設定をし台帳

を作成した

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

○ 方針・計
画

実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

①１１月　遊休資産のうち売却可能資産を選定し公売（一
般競争入札）の準備を進めるとともににホームページへの
公表を検討した。
②前年度の売却可能資産を見直し、売却可能資産台帳を
作成した。

　財政課と最終協議し、公表内容及び時期を検
討していく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

【広報誌やホームページを活用した情報を市民
に公表する】
遊休資産の公表

売払い可能資産６
月に公表

19 実績

管財課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　平成22年度の評価結果については、昨年度（試行）との
比較、総合計画の体系ごとの評価及び総合計画施策の柱
ごとの総合評価をまとめ報告書を作成し、平成23年2月に
庁議へ報告した。また、個別の評価シートについては、公
表する事務事業をピックアップし内容の精査を行った上
で、平成23年4月に報告書と一緒にホームページへ公表
することとした。

　評価結果の集計方法を検討し、市民に分かりや
すく公表出来るようにする。また、公表する評価
シートの選定基準を明確にしていく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

【広報誌やホームページを活用した情報を市民
に公表する】
事務事業評価の結果の公表

実施結果の一覧と
一部の評価シートを

公表

18 実績

総務課

-　13　-



指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 実施 実施

上記年次計画に
対する実績

実施

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 実施 実施

上記年次計画に
対する実績

実施

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　平成２３年２月に『国民健康保険事業運営安定化計画』
の変更版を策定し、市のホームぺージに掲載した。

　市民に理解してもらえる「国保」の状況とするた
め、制度改正等や市の国保の財政状況など多く
の方々に興味を持って頂き、目に触れることが出
来るような広報の仕方を今後更に検討していく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

【広報誌やホームページを活用した情報を市民
に公表する】
国保制度の改正点及び市の「国保運営安定化
計画」の実施状況等の公表

実施

21 実績

国保年金課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　広報だいせん（2月号）において、「市民による市政評価」
の調査結果について掲載した。
　また、ホームページにおいて、結果報告書を掲載した。

　結果内容について、市民に継続して関心を持っ
てもらえるように前年度との比較など、新しい分析
内容の追加を検討する。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

【広報誌やホームページを活用した情報を市民
に公表する】
市民評価・まちづくりアンケートの公表

実施

20 実績

総合政策課
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指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 実施 実施

上記年次計画に
対する実績

実施

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№
環境状況をホーム

ページに掲載
更新

上記年次計画に
対する実績

更新

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　次の内容について、平成２２年６月にホームページに掲載し
た。
①河川水質調査
旧地域毎に河川の生活環境保全項目について水質調査を
実施。調査箇所：市内河川・湖沼10箇所。
②酸性雪調査
東北各県内市役所の共同調査として毎年1月から2月にかけ
て、酸性雪の観測を実施。調査箇所：協和・大曲・太田各庁
舎。
③騒音調査
  騒音規制地域（旧大曲市）での自動車騒音調査を実施し
た。
大曲地域内の6ヵ所の騒音測定を実施。
④大仙市環境行動計画及び大仙市環境行動計画に基づき
各種環境事業を実施した。

　水質汚濁防止法、騒音規制法、悪臭防止法、
大気汚染防止法などの環境法令に基づき、環境
監視や公害防止対策を講じることは、市民の快適
な環境を保全するため必要であり、計画進捗と合
わせてホームページへの掲載を継続する。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

【広報誌やホームページを活用した情報を市民
に公表する】
河川の水質、騒音調査結果や環境基本計画・
行動計画などの取り組み状況の公表

更新

23 実績

環境交通安全課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

  地球温暖化をはじめとする様々な環境問題に対する意
識啓発を図るため、地域住民と一体となった環境保全の
推進を目指した環境学習を実施し、平成２２年６月にホー
ムページに掲載した。
①子どもエコチャレンジ
（７・８月、市内全小学校4年生と保護者、753人）
②大仙市環境家族宣言
（8月、中学生世帯・一般世帯､7,632人）
③ワンデイ・エコチャレンジ
（冬休み、小中高校生・一般市民・事業所、16,821人）
④夏休み親子環境学習（自然観察会）
自然に触れる機会を提供し、自然保護への重要性や理解
を深める自然観察会を開催した。
（７・８月、小学生と保護者、52人）

　身近な地域の環境についての学習や豊かな自
然環境の中での様々な体験活動を通して、自然
の大切さを学ぶなど各種の取り組みを行う必要が
ある。環境意識の向上を目指し、わかりやすい環
境情報の提供や環境学習の機会を充実していく
とともに、広報やホームページを活用した積極的
な参加を促す。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

【広報誌やホームページを活用した情報を市民
に公表する】
全市民を対象とした環境学習事業の取組内容
及び結果の公表

実施

22 実績

環境交通安全課
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指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№
燃やせるごみ・燃や

せないごみ

燃やせるごみ、燃
やせないごみ、粗
大ごみ、資源ごみ

上記年次計画に
対する実績

燃やせるごみ、燃や
せないごみ、粗大ご

み、資源ごみ

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№
蔵書冊数
利用者数
貸出冊数

260,000冊
75,000人
220,000冊

265,000冊
75,500人
225,000冊

上記年次計画に
対する実績

276,832冊
75,222人
228,733冊

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

①毎月、各図書館担当者による定例選書会議を開催し、
重複本を極力さけ、各図書館のニーズにあわせた選書を
図った。
②図書の不足分については、市内各図書館間や市外の
図書館からの相互貸借を積極的に活用し、利用者へ提供
した。
③８月から児童書の寄贈を募集し、児童書の充実を図っ
た。
④「大仙っ子読書の日」運動に伴う、親子で読みたいブッ
クリストを作成・提供した。
⑤１１月より、インターネットからの予約サービスを開始し
た。

①厳しい予算制限の中での基幹図書館と地域図
書館の充実。
②相互貸借の利用増加による運搬費の予算確保
や、市内図書館間の物流体制の強化が必要。
③学校の調べ学習に関する図書の需要への対
応を図る。
④子ども読書支援サポーター（３名）の配置によ
り、学校図書館との連携の強化を図る。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

公立図書館の蔵書を充実させ、利用者及び貸
出冊数の拡大を図る。

270,000冊
76,000人
230,000冊

25 実績

総合図書館

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

①各地域版「ごみ排出の手引き」の全戸配布。
　ごみ収集日、ごみ処理方法、ごみ分別方法、粗大ごみ
収集方法、食品トレイ及び発泡スチロール拠点回収事業
などを掲載。
②廃食用油回収事業をホームページに掲載。
③ごみ減量化施策及び啓発記事を市広報に掲載。
・4/1号…粗大ごみ収集体制全市統一化、廃食用油回収
事業　・4/16号…粗大ごみ用証紙販売登録店
・6/1号…家庭ごみ排出ルール、事業系ごみ排出ルール、
粗大ごみ戸別収集、発泡スチロール拠点回収、紙類リサイ
クル　・8/1号…廃食用油回収事業、家庭ごみ有料化制
度、ごみ減量化状況、各種資源ごみリサイクル　・12/16号
…ごみ減量化施策

　ごみの減量化施策及び減量化・再資源化に係
る啓発記事を引き続き適切に市広報やホーム
ページ等に掲載し、市民周知に努める必要があ
る。広報による啓発記事については、広報をとお
しての質問や電話による問い合わせ等市民から
の反応があることから、より適切な周知を行う。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

【広報誌やホームページを活用した情報を市民
に公表する】
ごみの減量化施策の実施状況の公表

燃やせるごみ、燃
やせないごみ、粗

大ごみ、資源ごみ、
廃油

24 実績

環境交通安全課
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（２）情報の共有と市民参画の推進

②市民の声を施策に反映できる仕組みづくり

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 回答者数 ４９１人 ６００人

上記年次計画に
対する実績

８１０人

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 事業計画の公表 事後評価の公表

上記年次計画に
対する実績

公表

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

実績

22

①４月～６月　これまでの実施過程の評価（モニタリング実施状況
の確認・住民参加プロセス実施状況の確認・継続的なまちづくり
体制構築状況の確認）
②５月　事後評価に関する計画準備
③８月　指標1「生活環境の満足度」測定（住民ｱﾝｹｰﾄ実施）
④９月　指標3「駅自由通路の通行者数」測定
⑤９月　指標2「駅東地区における定住人口」測定
⑥９月　その他指標「駅東地区の世帯数」測定
⑦９月　第１回庁内ﾜｰｷﾝｸﾞ（効果発現要因の整理）実施
⑧10月　第2回庁内ﾜｰｷﾝｸﾞ（今後のまちづくり方策の検討）実施
⑨10月～11月　事後評価原案の作成・公表
⑩11月　大仙市公共事業評価審議委員会実施
⑪12月～3月　評価結果のまとめ及び国から技術的助言を受け
た上での修正と報告
⑫3月　事後評価の公表

　平成２２年度におこなった事後評価の各数値目
標に対し、フォローアップが必要であると判断した
項目について、適正な時期に改めて調査を行
い、確定値とする。確定値を勘案した上で最終的
な事後評価の作成と考察後、ＨＰ等にて広く市民
の方々へ公表する。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

まちづくり交付金事業事後評価の結果を市の
ホームページに掲載し、市民に公表・意見募集
を行う。

事後評価（フォロー
アップ後）の公表

27

総合政策課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　総合計画の体系に基づく設問項目について調査する
「市民による市政評価」と後期基本計画に反映させるため
に日常生活で感じることについて調査する「まちづくりアン
ケート」を実施した。

①調査期間：平成22年5月28日～6月11日
②調査方法：郵送アンケート（無記名回答）
③調査対象：市内在住の18歳以上で無作為抽出（性別、
年代、地域については考慮）2,000人と希望者9人の合計
2,009人
④回答率：810人、40.3％

　「市民による市政評価」については、継続実施
する。調査対象1,000人。
　改善については、市民等にわかりやすい調査
票、報告書の作成に努める。

都市管理課

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

市民評価・まちづくりアンケートを実施する。

６００人

26 実績
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（１）行政運営のスリム化の推進

①事務事業の目的の明確化と施策の目標値の設定

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 実施

上記年次計画に
対する実績

実施

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 試行 実施

上記年次計画に
対する実績

517の事務事業に
ついて評価を実施

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

事務事業評価を実施し、ＰＤＣＡサイクルによる
不断の事務改善を行う。

実施

29

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

実績

22

　平成23年4月の機構改革に向けて、新組織再編プロジェ
クトを立ち上げ検討し、同時に分掌事務についても各課、
各支所、各部長よりヒアリングを行い検討した。
また、財務専決区分について検討した。
　平成23年4月に関係行政組織規則及び財務規則を改正
した。

　平成23年度は、改正した事務分掌について、再
検討が必要であれば検討し調整する。
　また、新たな事務分掌等が必要であれば検討し
追加する。

22

　平成22年度の事務事業評価を以下のとおり実施した。
①5月～8月　事務事業の担当課による評価シートの作
成。担当者の負担にならないよう入力項目の見直しを図っ
た。
②9月～11月　評価シートのヒアリングを実施。評価シート
のチェックを強化することで記入内容の整合性と説明の充
実を図った。またヒアリングに時間をかけて事務事業評価
に対する理解を図った。
③12月～1月　　評価結果の集計及び報告書を作成。

①評価シートの水準を揃える。
②事務事業評価が単なる評価シートの作成作業
にならないようPDCAサイクルを定着させる。
③評価結果や評価シートが業務の改善や予算編
成へ反映できるよう運用手法を検討する。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

総務課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

総務課

２　効率的な行政運営の確立

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

事務分掌を抜本的に見直す。

28 実績
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（１）行政運営のスリム化の推進

②事務効率の向上と行政コストの削減

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№
情報システム調達
現状調査書作成

情報システム調達
指針作成

上記年次計画に
対する実績

前倒しで２１年度に
情報システム調達

指針作成

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 作成

上記年次計画に
対する実績

作成

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

①コンサルの支援及び２１年度作成済みの調達指針方針
に基づいて、調達の基準を検討し、実施のための様式を
定め、調達ガイドラインをまとめた。
②７月21日から11月30日まで、20回の業務最適化プロ
ジェクト（18名）を開催する。現行システムの住民記録・税
等基幹系システムについて、ハードウエアの保守切れやソ
フトウエアの保守切れが近づいており、また住民基本台帳
法の一部を改正する法律が24年７月施行予定であること
から、他のシステムに優先して23年度新規導入することで
まとめた。
③全体最適化の視点から、職員が必要としているデータ
連携基盤や印刷共通基盤の導入についてまとめた。

①技術の進歩が早いので、調達ガイドラインにつ
いては毎年職員で見直しを図る。
②「高い市民満足度」と「財政の健全性確保」のバ
ランスの取れた導入を行うには職員だけでは限界
があるため、継続してコンサルタントの支援を受け
る必要がある。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

【共通基盤（地域情報プラットホーム）導入事業
・次期電子システム導入にあたり、共通基盤（地域情
報プラットホーム）の手法を取り入れながら様々な公
共情報システムの連携が可能となるように、利用者
主導の情報システム調達のルール化を図り、平成２
５年度からの本稼働を目指す】
情報システム調達ガイドライン作成
業務システム最適化計画作成
共通基盤導入計画作成

31 実績

情報システム課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　２１年度当初は、情報システム調達現状調査のみで、２２
年度に情報システム調達指針を作成する予定であった
が、「住民基本台帳法の一部を改正する法律」が平成２１
年７月１５日に公布され、公布の日から３年以内の政令で
定める日に実施することになったことから、開発期間を十
分にとる必要があり、情報システム調達指針を２１年度中
に作成した。

　今後は、情報システム調達指針の視点に基づ
いて、情報システムガイドラインの作成にあたる。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

【共通基盤（地域情報プラットホーム）導入事業
・次期電子システム導入にあたり、共通基盤（地
域情報プラットホーム）の手法を取り入れながら
様々な公共情報システムの連携が可能となる
ように、利用者主導の情報システム調達のルー
ル化を図り、平成２５年度からの本稼働を目指
す】
情報システム調達現状調査・調達指針作成

30 実績

情報システム課
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指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 研修者数
CIO育成研修

31人
調達ガイドライン
研修　　250人

上記年次計画に
対する実績

調達知識習得研修
36人

調達合同研修
26人

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 作成

上記年次計画に
対する実績

作成

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

①12月７日から3月22日まで、13回のシステム調達プロ
ジェクト（17名）を開催し、住民記録・税等基幹系システム
更新、及び共通基盤システム導入のための情報システム
要求をまとめた。
②具体的には、機能要求整理表（案）、非機能要求整理
表（案）、提供依頼書（素案）、その他資料を作成した。

　22年度の資料づくり等の作業で、時間のかかっ
た部分を廃止や見直しを図り、作業効率を上げ
る。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

【共通基盤（地域情報プラットホーム）導入事業
・次期電子システム導入にあたり、共通基盤（地
域情報プラットホーム）の手法を取り入れながら
様々な公共情報システムの連携が可能となる
ように、利用者主導の情報システム調達のルー
ル化を図り、平成２５年度からの本稼働を目指
す】
情報システム調達計画作成

作成

33 実績

情報システム課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

①計画当初は、調達に関わらない職員（250名）へ本市の
考え方を広く周知する予定であったが、情報システム最適
化計画や共通基盤導入計画の内容がまとまって来るのに
従い、実際調達に関わる職員への研修が重要であること
が分かり、２月14、15日と16、17日の２回に分け、大曲地域
職業訓練センターで、36名の職員に、調達知識習得研修
を実施した。
②また、本市の調達の考え方が変わることを業者は理解し
ていないことから、職員(26名)と業者(2８名)を対象に本市
の考える情報システム調達について合同の研修を2月１日
に実施した。

①調達に関わらない職員への周知については、
職員ポータルを利用した周知で検討を進める。
②今後、特定の職員への研修については、総務
課職員班の職員研修計画と協議しながら進めて
いく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

【共通基盤（地域情報プラットホーム）導入事業
・次期電子システム導入にあたり、共通基盤（地
域情報プラットホーム）の手法を取り入れながら
様々な公共情報システムの連携が可能となる
ように、利用者主導の情報システム調達のルー
ル化を図り、平成２５年度からの本稼働を目指
す】
職員研修（CIO育成研修、調達ガイドライン）

32 実績

情報システム課
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指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 消灯実施率 70％ 90％

上記年次計画に
対する実績

100.0%

財政効果
（千円）

544

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 検討

上記年次計画に
対する実績

一部実施

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　大曲庁舎１階の照明器具の更新を実施したことにより、
エネルギー効率（明るさ、使用電力量等）が良くなった。
・更新台数　158台（１台当たり１６Wｈ削減）
・電気使用削減量
　158台×16Wｈ＝2,528Wｈ≒2.5KWｈの削減。

　引き続き、大曲庁舎2階の照明器具217台の更
新を実施する。
　更新による削減量は、1台当たり4Wｈ～16Wｈの
削減となる。
（試算）
・180台×16Wh＝2,880Wｈ
・13台×8Wｈ＝104Wｈ
・24台×4Wｈ＝96Wｈ
2,880Wh+104Wｈ+96Wｈ＝3,080Wｈ
　　　　　　　　　　　　　　　≒3.0KWｈの削減。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

蛍光管の効率的照明を図るため、適材適所な
取付けをする。

一部実施

35 実績

管財課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　昼休み（12：00～13：00）の消灯については、窓口業務を
除き各執務室及びトイレは１００％、廊下等についてもほぼ
徹底された。

　3月11日発生の東日本大震災により、更なる省
エネが必要であるため、窓側の完全消灯や蛍光
管取り外し等を実施していく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

時間帯による必要箇所以外の消灯に努める。

100％

34 実績

管財課
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指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 提案職員数 １人 ５人

上記年次計画に
対する実績

7人

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 開催数 ２回 ２回

上記年次計画に
対する実績

３回

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

①３月末（異動内示後）
　新担当職員を対象に、住民基本台帳システムの操作、
住民基本台帳関連届書のチェック等について研修を行っ
た。
②４月当初
　新担当職員を対象に、戸籍システムの操作について研
修を行った。
③１２月
　住民基本台帳事務に関する、制度改正を含めた通常業
務の疑義等について検討を加え、本庁支所間において情
報の共有に努めた。
　

　ほとんどの職員が、研修の重要性を認識してい
るが、各支所では、担当者が１名～２名と少なく、
時間の確保に苦慮している。
　テレビ会議も考えられるが、顔を合わせお互い
に意見を出し合うことに意義があることから、課内
での調整に努めてもらい、研修の機会を増やして
いきたい。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

本庁及び支所市民課職員の窓口事務研修を行
う。

２回

37 実績

市民課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　平成22年度は7名の職員からの応募があったが、いずれ
も採用には至らなかった。
　1年を4期に区切り、募集を行っているが、全て1期目での
応募であり、2～４期の応募はなかった。

①募集については引き続きポータルで告知して
いくが、締切間近や1か月前などにも再度告知を
して応募を促す。
②時期に応じた業務改善案の応募を促す（2期目
には夏の冷房費対策、3期目には冬の暖房費対
策など、提案のきっかけやヒントになるような文言
を募集の際に盛り込む）など応募時期に偏りが生
じないようにする。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

職員からの業務改善提案を募集する。
　（業務改善奨励規程に基づく）

１０人

36 実績

総合政策課
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指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 実施

上記年次計画に
対する実績

実施

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 実施 未実施課所の実施

上記年次計画に
対する実績

新規実施件数
１６件

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　未実施課所で口座振替が可能なものについては、名義
変更手続き周知等の機会をとらえ、口座振替を促進した。
　未実施課所中、新たに１６件の公共料金の口座振替申し
込みがあった。
（内訳）
　電気　７件
　水道　４件
　電話　５件

　未実施課所で口座振替が可能なものについて
は、名義変更手続き周知等の機会をとらえ、さら
に促進を図っていく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

公共料金の口座振替を促進する。

未実施課所の実施

39 実績

会計課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　平成２２年１０月１日に旅券発給事務を開始した。
　　　①専用窓口を設置した。（２ブロック）
　　　②取扱い実績(H22.10～H23.3)
　　　　・申請受付件数　　　　５２０件
  　　　　（内訳）
              一般　１０年用　　２０８件
　　　　　　　　　　　５年用     ２７７件
　　　　　　　　　　　子供　　　  ２１件
               紛失　　　　　　　　　３件
　　　　　　  訂正　　　　　　　　１１件

　今後も、窓口事務の研修に努めるほか、県旅券
担当課との緊密な連携を維持しながら、旅券交付
事務の適正な執行に努めることにより、市民サー
ビスの向上を図る。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

市役所窓口において旅券発給事務を開始し、
市民の利便性の向上を図る。

38 実績

市民課
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指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 投票所数 １１６箇所

○計画案作成
○委員会審議、市
当局及び県選管と

協議

上記年次計画に
対する実績

○計画案作成
○委員会審議、市
当局及び県選管と

協議

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ メール交換課数
試行
２６課

４０課

上記年次計画に
対する実績

54課

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

平成22年度フォローアップ（ＦＵ）実績：
①6/22～7/2  指定管理者監査フォローアップ実施(16課37件)
②8/30～9/14 決算審査フォローアップ実施(18課28件)
③12/8～12/24 定期監査（前期)フォローアップ実施(26課67件)
④2/18～3/4 定期監査（後期）フォローアップ実施(28課102件)
　平成22年度フォローアップ実績は88課234件となっている。88
課のうち①～④の監査で重複している課を除くと54課となり、計
画の40課に対し14課多い実績となった。
　計画を上回る実績となった要因は、22年度から監査毎により詳
細なテーマを設定し、対面監査前の予備監査の充実を図ったこ
とでより深　い監査が実施できたことが上げられる。
　試行期間を経て22年度より本稼働となったが、フォローアップは
各課で定着化してきており、監査指摘事項に関する監査後の追
跡調査、状況把握の面において活用されている。

　各課からのフォローアップの回答についての追
跡調査を、次年度の決算審査、定期監査時に行
い、監査後の指摘事項に対する各課の取り組み
状況について検証する。
　課題としては、回答内容についての精査を現状
よりも充実させ、指摘してから追跡調査までの期
間を短縮することで、各課における事務の適性化
を迅速に図っていくことが今後の課題となってい
る。
　また、監査における指摘により改善措置があっ
た場合の各課からの措置通知提出のルール化に
ついても23年度の検討課題となっている。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

職員ポータルを活用した「監査・審査のフォローアッ
プ」の各課への定着を図る。

※監査委員の指摘等について、一定型式のメールを
担当課へ配信、担当課長から対応方法の回答をもら
う「監査・審査のフォローアップ」を21年9月に開始
（第１回試行）。文章化することにより担当課内での
周知と引継を容易にし、担当課長からの回答をデー
タ化することで監査委員事務局での事後の追跡を容
易にする。

４０課

41 実績

監査委員事務局

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

①２２年３月　選挙管理委員会において再編の方向性を
確認し、基本的な再編案を作成。
②２２年４月　当局（市長）に再編案を示し、再編の必要性
を確認し、同月、本庁及び各総合支所選挙担当課に対し
て、同様の説明を行い、再編への理解を求める。
③２２年１１月　本庁及び各総合支所選挙担当課と再編案
の協議を終える。
④２２年１２月　再度、当局（市長）に各地域と調整した再
編案を示し、承認を得た後で、同月、議会議員全員協議
会において説明し、一部修正の上、理解を得る。
⑤２３年１月　各地域協議会に再編案を説明し、理解を得
る。
⑥２３年３月　選挙管理委員会において、関係機関と調整
した内容により、再編を行なうことを正式に決定する。

（問題点）
①投票所が遠くなる地域が発生し、交通手段が限ら
れるお年寄りには、投票所が遠くなることにより不便
さを感じることが予想される。
②若年層においても、投票所が遠くなることによって
選挙意識が薄れ、投票率が低下されることが懸念さ
れる。
（対応策）
①広報誌等活用した投票の呼びかけの有効性や制
度のPRの手法などを検証し、投票しやすい環境づく
りを検討する。
②益々増えていくことが予想される期日前投票につ
いても、投票者数の推移を見ながら期日前投票所の
増設も視野にいれ、市民がより気軽に投票できる体
制を検討する。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

投票所を再編する。

○議会、地域協議
会への説明会の実

施
○市民への周知

40 実績

選挙管理委員会
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指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 口座振替利用率 69.81% 72.00%

上記年次計画に
対する実績

74.7%

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№

ＶＥリーダー養成者
数

設計VE実施件数

3人

１回（振興局共同）

４人

１回

上記年次計画に
対する実績

3人

１回

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　２月２１日、２２日の二日間に渡り、「南外１号線道路改良
工事」をピックアップしＶＥワークショップを開催。ＶＥリー
ダーを班長とし２班体制で、機能面・コスト面等提案をまと
めた。
　この提案の発表会として、担当課である南外支所の支所
長、建設課長及び建設部長、各課所長に向けたプレゼン
テーションを開催する予定であったが、地震の影響により２
３年度へ延期した。
　このプレゼンテーションを踏まえた検討案は今後、南外
支所農林建設課で活用し事業を進めていく。

　ＶＥについては、市単独でのワークショップ開催
は初めてであり、県内初の試みである。ＶＥにつ
いては、時間を要すものの必ず本来の機能を保
ちつつコスト縮減が図られることが画期的な部分
である。しかし、まだまだ建設部内においても周知
されていない現状である。
　課題としては、ＶＥの内容を多くの方（特に管理
職）に知って頂く周知方法の検討、また、どの案
件を行うかについての取り決めも課題である。今
後、多くのＶＥ提案の場を提供していく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

　公共事業の気づきにくい改善余地を効率的に見つ
け、より最適な設計の提案を検討する手法である
Value Engineering（以下「VE」という。）の取り組みを
行い、公共工事のコスト削減を図る。
　多様な年齢層の行政組織内の技術職員（インハウ
ス・エンジニア）が一堂に会することにより、相互の技
術力向上が期待できるとともに、実務経験豊かな職
員の経験・視点・発想などを若手職員に伝承する場
にもなることから、ワークショップ型設計VEを実施す
る。

６人

１回

43 実績

都市管理課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　毎月の住宅使用料・駐車場使用料を納付書で納入して
る入居者へ年度当初納付書発送の際に口座振替を進
め、新規入居者へは入居説明会時に原則口座振替での
納入を依頼した。

①今後も同様に納付書払いの入居者へ口座振
替を進め、収納率向上に努めたい。
②口座振替できなかった入居者へは納付書を送
付し、納入の依頼をするが、納め忘れるケースが
あるため口座振替できなかった入居者へは再度
事前に口座へ入金しておくよう指導する必要があ
る。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

市営住宅の家賃や駐車場使用料の口座振替
による納付を推進し、事務の簡素化・効率化及
び収納率の向上を図る。

72.25%

42 実績

建築住宅課
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指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№
CAD研修

CADｿﾌﾄ導入

１回19人（集合研
修）

　　　未導入

1回20人

未導入

上記年次計画に
対する実績

1回9人

未導入

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　土木ＣＡＤ（コンピュータによる製図）操作方法や平面図
の作成などＣＡＤの基本的な操作知識習得を図るため、土
木ＣＡＤ操作に関する研修を秋田県建設技術センターに
依頼し、１月１８日に９名の参加で行った。神岡総合支所で
未使用であった土木ＣＡＤを有効活用するため、他課所
へ配置を計画し、その配置予定課所を中心に参加者を
募った。参加者は土木ＣＡＤ操作に関して大半が初心者
であったため、今回の研修で基礎的な知識を習得すること
が出来た。

　土木ＣＡＤは、実際に使用することにより操作知
識を熟知し、活用することが出来る。そのため、担
当者が土木ＣＡＤを常時使用できる環境を整備
（ＣＡＤソフト導入）することが必要である。
　また、基本な操作知識拾得のための研修だけで
はなく、個人のレベルに合わせた研修も必要であ
る。
  CADソフトについては、神岡支所で未使用と
なっているソフトを、必要としている各課支所に配
分し有効活用を行う。その他不足が生じた場合は
予算の確保を含め検討する。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

CALS/EC（公共事業支援統合情報システム）対
応の土木CADソフトウエアを用い、設計業務委
託で納品された成果品図面（電子データ）から
発注図面を作成するための操作を行うため、集
合研修及びCADソフトを導入する。

1回20人

11台

44 実績

都市管理課
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（１）行政運営のスリム化の推進

③事業のスリム化・効率化

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 臨時職員数 4人 2人

上記年次計画に
対する実績

２人

財政効果
（千円）

2,037

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 実施施設数 ８施設 ３施設

上記年次計画に
対する実績

３施設

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　西部地区（協和・西仙・神岡・南外）を西仙北支所で東部
地区（中仙・仙北・太田）を仙北保健センターで、大曲地域
を大曲保健センターで実施した。

　対象者に対して、問診等により利便性について
調査した結果、場所が解りずらい等の指摘があ
り、通知に案内図等を同封した。

取
組
内
容

現在８地区で実施している乳幼児健診を西部１
カ所・大曲１カ所・東部１カ所の３地区に集約す
る。

３施設

46 実績

22

　平成２２年度において、国保レセプト点検員を４名から２
名に減員した。

　平成２３年度においてはレセプト点検員を２名か
ら１名に減員する。国保連合会への点検業務委
託としたため、その点検効果についての検証が必
要となっている。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度
健康増進センター

実績

国保年金課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

平成２２年２月からのレセプトの電子化に伴うレ
セプト点検業務の国保連への委託による臨時
職員数の見直しを行う。

1人

45
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指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 実施施設数 ８施設 ３施設

上記年次計画に
対する実績

３施設

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ － － 策定

上記年次計画に
対する実績

検討

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

○ 調査・検
討

方針・計
画

実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

実績

22

　現在、簡易水道事業21事業及び小規模水道1事業を簡
易水道事業特別会計により運営しているが、国庫補助金
の交付要件として、平成28年度までの事業統合が求めら
れていることから、平成28年度に統合することとした統合計
画を策定し、国庫補助金を受けている。
　平成22年度は、統合計画書に基づき、統合の方法及び
形態を検討中であり、今後の取り組みとして、地方公営企
業法を適用した場合の経営状況について明確にする必要
がある。

　統合基本方針については引き継き、統合の方
法及び形態を検討するが、資産評価業務が完了
する平成25年度の策定を目途とする。
　また、事業統合に係る費用として資産評価業務
や公営企業会計システムの導入、経営認可変更
申請を要することから、財政課とも十分な協議が
必要である。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

簡易水道事業の事業統合に向けた統合基本方
針を策定し、事業のスリム化・効率化を目指す。

実施

48

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　西部地区（協和・西仙・神岡・南外）を西仙北支所で東部
地区（中仙・仙北・太田）を仙北保健センターで、大曲地域
を大曲保健センターで実施した。

　対象者に対して、問診等により利便性について
調査した結果、場所が解りずらい等の指摘があ
り、通知に案内図等を同封した。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

現在８地区で実施している予防接種を西部１カ
所・大曲１カ所・東部１カ所の３地区に集約す
る。

３施設

47 実績

健康増進センター

水道課
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指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 単独開催 試行

上記年次計画に
対する実績

１地域で実施

財政効果
（千円）

10

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 委託事業数 5

上記年次計画に
対する実績

3

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

実績

22

　地域スポーツクラブ委託事業として、「大曲なかよしウ
オーキング、ニュースポーツフェスティバル、スキーフェス
ティバル」の３事業を大曲スポーツクラブに委託した。

　平成２２年度末に新たに２団体の総合型地域ス
ポーツクラブが設立されており、今後は委託事業
を更に推進していく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

地域スポーツクラブ等への事業委託を推進す
る。

51

22

　取り組みの試行年度として、市が実施している「市民大
学教養講座」の１講座を出前講座として南外公民館主催
事業に組み入れた。
　このことにより、市民大学が大曲会場での開催ということ
で、今まで出向くことができなかった南外地域の高齢者や
交通手段のなかった市民も講座を聴講することができた。
　今回は生涯学習課の事業を南外地域の高齢者勉強会
に組み入れての合同開催事業ということで、参加者との連
絡や事務的作業も生涯学習課と南外公民館が折半し、連
携を取りながらスムーズに行うことができた。

　今回は、本庁と地域公民館との連携で事業（講
座）を合同開催できたが、今後、公民館同士の連
携も含め、３館・４館での合同開催（東部地区、西
部地区等）ということも視野に入れ事業のスリム
化、効率化を図りたい。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

類似する公民館主催事業（講座等の開催）につ
いて、隣接地域の他の公民館と合同開催するこ
とにより、参加動員の動員増加による開催規模
の拡大化や講座内容の質の充実、経費の節減
といったことが期待される。

実施

49 実績

生涯学習課

スポーツ振興課
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（１）行政運営のスリム化の推進

④ゼロ予算事業の推進

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 実施 実施

上記年次計画に
対する実績

実施

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点）

52 実績

既存の施設や人材を積極的に活用し、市民に
新しいサービスを提供する「ゼロ予算事業」を実
施する。

実施

総合政策課

年度別進捗状況

22

①４月～　各部署においてゼロ予算事業の実施。

②２月　平成２２年度実績報告書及び平成２３年度計画書
について取りま とめ作成する。

③３月　記者会見発表。

　平成２２年度に実施したゼロ予算事業は４７件。
　このうち新規事業が８件、継続事業が３２件、当初計画に
はなかったものの期中新規事業として取り組んだものが７
件。

　ゼロ予算事業は、通常の事業予算を用いること
なく、既存の設備や人材を積極的に活用すること
で、市民に新たなサービスを提供する試みであ
る。
この趣旨に立ち返り、本来業務との区別を明確に
することで、ゼロ予算事業の意義を再認識するこ
とが課題である。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容
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（２）組織機構、施設の再編・整理

①市民ニーズに応えられる簡素で効率的な組織機構の整備

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 計画策定

上記年次計画に
対する実績

策定

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

○ 方針・計
画

実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 普通会計職員数

１，０４７人
（１，０１１人）

計画策定
（H21実績984人）

９４８人
（９８５人）

上記年次計画に
対する実績

９５２人

財政効果
（千円）

192,000

年度

未着手

○ 調査・検
討

方針・計
画

実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　削減を継続した。
　第二次計画の策定については、平成２３年度以降の組
織再編との整合性を図らなければならないことから調査に
とどまった。

　計画に削減方法の具体性を盛り込み、計画を
策定する。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

平成１８年に策定した第一次定員適正化計画
が１年早く達成できたため第二次計画を策定し
て適正化に向けて削減の継続に努める。

９０１人
（９０６人）

54 実績

総務課

－

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　平成23年4月の機構改革に向けて、新組織再編プロジェ
クトを立ち上げ検討した。
　①第1次プロジェクト（総務課）
　　4月27日～6月8日　6月10日報告
　②第2次プロジェクト（全庁より8人のメンバー）
　　6月10日～8月10日　8月11日報告
　③第3次プロジェクト（総務企画の各部長、総務課長）
　　9月16日　市議会に対して中間報告
　　11月12日　市議会に対して修正報告
　12月定例会にて議会の同意を得て、関係条例を改正し
た。

　平成23年度は、再編した組織について、再検討
が必要であれば検討し調整する。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

団塊世代の大量退職等による職員数減に対応
するため、組織機構を再構築する。

実施

53 実績

実施

総務課
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指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 協議

上記年次計画に
対する実績

協議

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

○ 調査・検
討

方針・計
画

実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 協議 周知

上記年次計画に
対する実績

統合に関する協議
会の開催

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

○ 方針・計
画

実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

①22.4.27第１０回統合に関する協議会の開催
②22.5.21第１１回統合に関する協議会の開催
③22.5.24農業委員会の統合に関する要望書を当局（市
長）及び市議会議長に提出する
④22.6.23市議会全員協議会において、東部農委事務局
長より統合に関する説明を行う
⑤22.7.30第１２回統合に関する協議会の開催
⑥22.8.6東部、西部農業委員会の廃止及び大仙市農業
委員会の設置について告示
⑦22.9.22農業委員の選挙による委員の定数等に関する
条例の制定
⑧22.12.17第１３回統合に関する協議会の開催
⑨23.3.24第１４回統合に関する協議会の開催

①統合後の新たな大仙市農業委員会の委員並
びに職員を含めた組織機構体制の確立
②各種専門委員会及び、新たに設置される協力
員の業務内容の検討
③新たな大仙市農業委員会の事務局及び各分
室の体制の検討と、行政サービスの低下をまねか
ないための方策の検討
④現在のそれぞれの東部、西部農業委員会の申
請の受付から総会の開催、許可書の発行までに
係る統一した形式、様式等の確立
⑤急激な委員定数の削減に伴う弊害の克服
⑥東部、西部農業委員会それぞれの関係規則、
規程、要綱等のすり合わせ

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

東部・西部農業委員会を統合する。

統合

56 実績

農業委員会事務局

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

①９月　公用車車両台帳の作成した。
②本市の公用車については、管財課が一括管理している
共用車のほか各課等において管理を行っている一般車が
ある。共用車の利用頻度は非常に高く、必要なときに公用
車を使用できないこともあることから、公用車全体の管理
方法について見直しを含めて検討した。

　車両管理の基本は、所管課にあると考え、通常
運行前点検や消耗品のチェックをしっかりと行
い、車両関連の予算措置や車検、保険加入手続
き等の事務処理を管財課で行うことは可能であ
り、今後検討していく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

車両の集中管理を行う。

協議

55 実績

管財課
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指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 実施

上記年次計画に
対する実績

方針・計画

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

○ 方針・計
画

実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 計画策定 実施

上記年次計画に
対する実績

実施

財政効果
（千円）

37,298

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　平成２２年４月１日より大曲地域の６公民館（花館、内小
友、大川西根、藤木、四ツ屋、角間川）で行っている出張
所業務を廃止した。

　各公民館で行っていた出張所業務としては、住
民票等の発行や本庁との連絡調整、各種団体の
事務局等がある。出張所業務の廃止に伴い、地
区の方々の協力の基、団体事務を行う人材の育
成等を進める必要がある。また、本庁各課が今ま
での出張所で代行していた業務をどのように行っ
ていくか検討していく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

大曲地域の公民館で行っている出張所業務の
見直しを行う。

58 実績

総務課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　これらは、付属機関としての性格の有無にかかわらず、
自治法上の付属機関たり得ず、また、これらの委員は、非
常勤特別職に発令されていることにはならず、報酬を支給
する根拠にも欠けているが、報酬が支給されている例が多
いなど課題がある。

　よって次のとおり、方針を定めた。
①私的諮問機関の委員については、報酬を支給せず、報
償費とする。
②上記を予算に反映するとともに、必要に応じ、大仙市特
別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関す
る条例の報酬規定を改正する。

　予算を伴うこととなるが、作業を予算編成に間に
合わせることができなかったことから、次年度で予
算を含めた見直し作業を行うこととした。
　また、根本的な問題として、審議会を乱立させて
いる感が否めず、審議会等のあり方そのものを見
直す必要があるものと思われることから、この点に
ついても検討することとする。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

　私的諮問機関の設置要綱等の見直しを行う。

57 実績

総務課
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（２）組織機構、施設の再編・整理

②情報の共有化と組織内コミュニケーションの改善

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 試行 実施

上記年次計画に
対する実績

３回

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 協議

上記年次計画に
対する実績

協議

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

○ 調査・検
討

方針・計
画

実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

①９月　公用車車両台帳の作成した。
②公用車定期点検の実施した。（毎朝）
③運行管理日誌の記入を徹底した。

①車両の老朽化にともなう故障や職員運転による
接触事故等の車両事故が多く、安全予防管理に
関する早急な対応が必要である。
②職員を対象にした安全運転講習会の実施して
いく。（事故処理対応等も含む。）

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

車両に関する情報の共有化と安全予防管理施
策を構築する。

実施

60 実績

管財課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

①２３年１月の定例記者会見より実施。
②定例記者会見へ会見項目を提出した課所室の課長等
に控え室で記者会見の内容を見てもらうことにより、市の事
業・行事に対する認識を統一、確認ができる。

　記者会見控え室（会議室）を確保するために、
議会や庁議との日程調整を早い時期に行い、年
間の定例記者会見の日程を決定していく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

記者会見でのＴＶシステムの活用（現在各総合
支所とはＴＶ会議システムを利用しているが、本
庁でも活用する。）

実施

59 実績

秘書課
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指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ テレビ会議開催数 40回 45回

上記年次計画に
対する実績

４２回

財政効果
（千円）

756

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 情報共有化の検討 検討会の設置

上記年次計画に
対する実績

検討

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

○ 調査・検
討

方針・計
画

実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

  福祉事務所の情報一元化については、業者の提案によ
り事務所内の検討課題としていたが、現にシステムを導入
している生活保護、障がい者、児童手当、保育料の既存
システムで持っている情報を新システムの中にどのように
組み込んでいくかが大きな課題となった。
　一方で、現在使用している住基を活用した「住基情報シ
ステム」に福祉サービスの受給状況を世帯ごとに表示する
ことができればいいのではとの意見集約がされた。
　このことから、市の「業務・システム最適化計画」で導入方
策を検討することとした。

　住基情報システムに福祉情報を搭載するために
は、既存の各システム情報を取り込み住民情報シ
ステムに反映させるための新たなシステムの構築
が必要であることから、平成２２年度からの業務シ
ステム最適化計画（地域情報プラットフォーム）の
考え方に基づいて再度検討していく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

福祉事務所内の相談支援体制を向上させるた
めに、生活保護情報、高齢者情報、障がい者情
報、介護認定情報、介護施設入所情報、子育て
支援情報、家庭援護情報、一人親家庭情報な
どの福祉事務所の各課で扱っている福祉情報
を一元化し、基本的な家庭状況を把握できる情
報体制を整備する。

実施

62 実績

社会福祉課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　職員ポータルを活用し、テレビ会議室の活用をＰＲした。
　取組結果としては、
　・前期　テレビ会議利用回数　：　１９回　（４月～９月）
　・後期　テレビ会議利用回数　：　２３回　（10月～３月）
で、活用開催数は４2回であった。
　これについて、例規集をもとに、「本庁舎↔各支所」の旅
費を算出すると、[４,０００円(往復でかかる総旅費)]　×　[４
2回(テレビ会議利用回数)]　＝　[１68,０００円(予想財政効
果)]があり、さらに賃金について計算すると[588,０００円(予
想財政効果)]となり、合わせて７５６，０００円の財政効果が
あった。

　テレビ会議開催数が４２回で、目標回数である４
５回に達しなかった。
　今後、テレビ会議システムを活用してもらい、より
一層の財政効果と労働時間の有効活用を図って
いくため、活用の推進にあたっては、職員ポータ
ルのほかに、活用の分かりやすい具体例を、各課
長へ周知し、広く活用を図っていきたい。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

本庁と各総合支所間において、業務情報を共
有し迅速に事務処理をするため、テレビ会議シ
ステムの活用を推進する。

50回

61 実績

情報システム課
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指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№
組織機構見直し案

の策定
実施

上記年次計画に
対する実績

実施

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　平成２１年度において、福祉事務所の効率的な相談窓
口の在り方について、それぞれの課に属する個別の事務
内容を踏まえながら検討した。取り分け、高齢者福祉に関
する相談窓口は援護福祉課高齢班と地域包括支援セン
ター（中央）が担っていたが、位置的に分断されていたた
め、相談者は、場合によっては所謂「たらい回し」に近い動
きをせざるを得なかった。そうした不合理を解消するため、
次のように組織を改編した。①社会福祉課は企画班、地
域福祉班、高齢者支援班（従来の高齢班）、地域包括支
援センター中央という構成とし、介護施設班は班を廃止し
て事務のみを企画班に統合した。②援護福祉課には措置
的分野を集約し、生活保護事務を担う保護班と障がい者
福祉を担う障がい者支援班の２班制とした。③児童家庭課
は従前と同じ。

　

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

福祉事務所内において、効率的、集約的な相
談支援体制を構築するために、福祉事務所の
事務事業や組織の見直しを行う。

63 実績

社会福祉課
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（２）組織機構、施設の再編・整理

③全市的政策立案のための広域的なネットワークの構築

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 設立

上記年次計画に
対する実績

設立

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№

上記年次計画に
対する実績

検討

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

○ 調査・検
討

方針・計
画

実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

実績

22

　委員会のメンバー、年間スケジュール、委員会設置要綱
等について、所管課内部で検討した。

　西部の学校統合に伴い、検討委員会について
も、２３年度のできるだけ早い時期に設置して協
議を重ねていく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

学校給食センター全体の統廃合に向けた建設
計画について市民との検討委員会を設立する。

設立

65

スポーツ振興課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　平成２２年３月に、スポーツ振興審議会の前身となるス
ポーツ振興推進会議を設立。スポーツに関する意識調査
とスポーツ振興計画の進捗状況について審議した。翌平
成２３年３月に大仙市スポーツ振興審議会と改称し、ス
ポーツ振興計画の基本目標別の主な具体的取り組みに
ついて審議している。

　スポーツ振興計画をスムーズに推進するため、
スポーツ振興に関する重要事項について調査審
議していく。

学校給食総合センター

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

生涯スポーツ社会実現のために策定された「大
仙市スポーツ振興計画」のスムーズな計画推
進を図るため、スポーツ振興審議会を設立す
る。64 実績
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（２）組織機構、施設の再編・整理

④公共施設の見直し及び指定管理者制度、民間委託化の推進

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 指定管理施設数 132施設 143施設

上記年次計画に
対する実績

139施設

財政効果
（千円）

3,776

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 公共施設数 562施設 531施設

上記年次計画に
対する実績

536施設

財政効果
（千円）

3,958

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　公共施設見直し計画に基づき、１施設（協和老人憩の
家）を廃止し、１０施設（落合林業会館、大仙市立内小友
公民館中山分館、大仙市立四ツ屋公民館松倉分館、特
別養護老人ホーム峰山荘、峰山荘指定短期入所生活介
護事業所、淀川保育園、みつば保育園、いちょう児童館、
町口児童館、浮島児童館）を譲渡した。

　数値目標には到達していないが、概ね計画どお
りに進んでいる。今後は、児童館等の指定管理者
制度導入の見直しに伴い、児童館や多目的集会
施設等の譲渡推進に力を入れていく必要がある
が、譲渡を進めて行くうえで、地域の方々のご理
解が非常に重要となってくる。地元説明会や引受
団体と協議を積極的に行い、施設の譲渡後にトラ
ブルが起きないように、相互理解を深めていく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

公共施設見直し計画に基づき施設の適正な配
置・再編を推進する。

510施設

67 実績

総務課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　平成２２年４月１日より新たに１１施設（神岡中央公園（屋
内多目的施設）、神岡中央公園（テニスコート）、神岡中央
公園、大仙市神岡テニスコート、大仙市神岡体育館、大仙
市営神岡野球場、大仙市神岡農村広場、中川原運動公
園（グラウンドゴルフ場・サッカー場）、大仙市営中川原グラ
ウンド、中川原コミュニティ公園、大仙市笹倉公園）につい
て指定管理者制度を導入した。ただし、地元町内会への
譲渡等で、４施設について指定管理者制度の導入を見直
した。

　指定管理者制度の目的の一つであるサービス
の維持・向上をいかに図っていくかが今後の課題
である。利用者のニーズの把握、施設の設置目
的に応じた効果的な広報活動や自主事業を利用
した集客、地域との連携など、指定管理者にはよ
り一層の工夫をお願いしたいと考えている。その
ためにも、指定管理者に意欲を持って施設を管
理運営して頂くため、これまでの経営状況や評価
を基に指定管理料の見直しや指定期間、施設管
理の使用などさらなる検討をしていく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

指定管理者制度の積極的な導入を推進する。

156施設

66 実績

総務課
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指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 検討

上記年次計画に
対する実績

検討

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

○ 調査・検
討

方針・計
画

実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 検討

上記年次計画に
対する実績

検討

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

○ 方針・計
画

実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　南外生活支援ハウスでは、その所掌事業の一つとしてデ
イサービス事業を社会福祉協議会に委託して実施してい
るが、同施設の至近に特別養護老人ホーム福寿園が所在
し、特養併設のデイサービス事業も展開している。同種の
事業が同一地域で、事業展開されているため、利用率が
相互に相殺される形になっていることから、平成２３年４月
１日の福寿園の法人移譲を見据え、デイサービスセンター
なんがいを休止することとした。当該デイサービスの利用
者に不利益が及ばないよう、他のデイサービスへの円滑な
利用移行を図るため、利用者への説明会を開催し、意向
調査を行い、希望に添うよう利用調整を図った。

　平成２２年度のスプリングレビューにおいて、平
成２３年度以降、南外支援ハウスにおけるデイ
サービス事業は休止する方針を確認し、然るべき
措置を取った。平成２６年度の特別養護老人ホー
ムの移転改築時に、協和地域の協和生活支援ハ
ウスにおいて実施しているデイサービス事業の取
扱いについても同様の問題が生じてくることから、
同様の措置を講ずる必要がある。財政効果につ
いては、平成２３年度以降に顕在化してくる。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

「委託デイサービス事業」の運営方法を改善す
る。

施設の休止
又は転用

69 実績

社会福祉課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　公用バスの運転業務の一部を外部委託した。 　今後、市職員の退職者数を考えると大型バス等
の運転不足が懸念されることから、住民サービス
を低下させないためにも外部委託によるバス運転
業務の全面委託も検討する必要がある。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

公用車の管理・運転業務を外部に委託する。

実施

68 実績

管財課
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指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№
県単児童館

譲渡数
3館（残３１） 6館（残２５）

上記年次計画に
対する実績

6館（残２５）

財政効果
（千円）

186

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　大曲地域５館、西仙北地域１館、南外地域３館、仙北地
域１館、計１０館で地元説明会を実施。さらに大曲地域で、
無償譲渡に関する意向調査を行った。
　無償譲渡を推進するための施策として、譲渡初年度の維
持管理費の負担増を緩和するための補助制度と、認可地
縁団体になることが困難な地域に対する不動産取得税分
の補助制度を制定。
　譲渡された児童館は、大曲地域１館、神岡地域４館、西
仙北地域１館、計６館。（なお、神岡地域のうち３館は、認
可地縁団体の申請の都合上、２３年６月末で廃止して譲
渡）

　説明会の開催により譲渡への理解が深まり、後
年度に会館改修が集中することが懸念されること
から、改修費の平準化と予算確保が課題。
　また、中通児童館は、地元の自治組織が脆弱で
あるほか、借地料が高額であることなどから、他の
公共施設として活用するための検討が必要。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

県単児童館を地元自治会へ譲渡する。

5館（残２０）

70 実績

児童家庭課

-　40　-



（２）組織機構、施設の再編・整理

⑤点検による施設の現況調査結果をもとに、予防保全管理施策の構築

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 随時巡回 随時巡回

上記年次計画に
対する実績

随時巡回

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

○ 調査・検
討

方針・計
画

実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 作成 実施

上記年次計画に
対する実績

調査

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

○ 調査・検
討

方針・計
画

実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

施設営繕台帳の整備にあたり、過去３ヶ年の各給食セン
ターの主な修繕費等調査を行った。

２１年度に作成した施設営繕台帳の様式の内容
を検討し、２２年度中に調査した修繕等の内容・
費用の調査を盛り込んで施設維持管理経費の管
理に活用していく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

既存施設の延命化と新規投資のバランスを考
慮するため年次別に施設営繕台帳を作成し、
施設維持経費を管理する。

72 実績

学校給食総合センター

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　市道については、各支所が担当地区別に道路台帳を毎
年整備している。
　それを基に、災害時や除雪路線及び道路整備計画の立
案・策定等に反映させる。

　将来的には、課支所として市道台帳の共有化を
考えている。ただ、共有化することによる利点、そ
の作業量及びコストエフェクティブを考慮すると早
急な対応は難しいため、原点に戻り、統一化に向
けて検討していく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

市道管理の統一化を図る。

データベース化

71 実績

道路河川課
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指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ ６館修繕費 28,279千円 6,670千円

上記年次計画に
対する実績

7,922千円

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 点検項目数 　15項目 20項目

上記年次計画に
対する実績

試行中

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

○ 調査・検
討

方針・計
画

実施

文化財保護課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

実績

22

　平成22年12月に旧池田氏庭園保存整備管理計画を改
定し、維持管理について試行を行った。
　この試行に検討を加えながら管理点検シート等を作成す
る計画である。

　保存整備管理計画に基づき、試行による課題
や改善点の検討し、管理点検シートを作成する。
　適宜、シートの補完を行う。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

池田氏庭園の維持管理点検シート等を用いた
管理体制を確立する。

20項目

74

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　老朽化・経年劣化による、４市民会館の舞台設備状況を
総合的に判断するとともに、計画的に修理修繕をし、舞台
芸術のための機能の向上と設備の整備及び安全な管理
運営を図ることを目的として、経年劣化にともなう設備等の
改修・修理修繕と、市民のニーズに対応した機能の向上と
設備の整備を計画的に実施することに取り組んだ。
　しかしながら、空調設備・電気設備・消防用設備、その他
館内全般の諸設備に、緊急を要する修理・修繕が必要な
箇所が続出した。

　「総合計画・実施計画」には盛り込んでいない緊
急の修理・修繕を、いかに軽微な段階で手当てす
るかが検討課題である。
　特に、利用者の安全確保に直結する、舞台機
構設備、消防用設備及び修繕費が高額な空調設
備に対して、保守委託業者と綿密なコミュニケー
ションを図っていく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

４市民会館+中央公民館・交流センターの６館
の、平成３７年度までの長期修繕計画を策定
し、計画に基づいて実施する。

6,991千円

73 実績

総合市民会館
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（２）組織機構、施設の再編・整理

⑥遊休施設の有効利用、整理・統廃合

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 資料集約施設数 2施設 2施設

上記年次計画に
対する実績

南外地域（１施設）
仙北地域（２施設）

財政効果
（千円）

100

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点）

75 実績

遊休施設統廃合推進のための、老朽化した文
化財収納保存施設内の収蔵資料を移転する。
（旧峰吉川小へ）

1施設

文化財保護課

年度別進捗状況

22

　南外地域（旧しらかば幼稚園内の民俗収蔵館）、仙北地
域（仙北民俗資料館、払田柵跡収蔵庫）の３施設の民俗
資料を旧峰吉川小学校に移転及び廃棄を行った。
　移転先の旧峰吉川小学校では、資料の整理・点検を行
い廃棄分も含めて、すべての資料をデータ化して台帳を
作成した。
　本事業は国のふるさと雇用再生臨時対策基金事業を活
用した。
　財政効果：南外地域の管理費相当額
　　　　　　　　　　　　　（冬囲い、修繕費等100千円）

　資料の移転、集約がほぼ終了したので、活用を
考えた展示と施設利用を確立する。
　南外地域の収蔵施設（しらかば幼稚園）は、H２
３に解体を行う。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容
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（３）人材育成基本方針に基づく職員育成

①人材育成基本方針に基づく研修制度の充実

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 実施

上記年次計画に
対する実績

検討

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

○ 調査・検
討

方針・計
画

実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 現管理職に実施
管理職昇格者に４

月中に実施

上記年次計画に
対する実績

管理職昇格者に４
月に実施

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

実績

22

　新任の管理職員に対して、４月の管理職研修時に人事
評価マニュアルの説明及び個人面談に必要なコーチング
等を実施した。

①毎年度管理職へ昇格する職員が出るので、毎
年度研修の実施が必要である。
②評価そのものより、期首の目標設定において、
より高い目標設定に導く面談ができるような研修
を実施していく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

人事評価において、評価する側の研修を実施
する。

管理職昇格者に４
月中に実施

77

総務課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

①各部局長等で構成する人財育成委員会を設立し、ＯＪＴ
の推進に向けた活動を始めた。
②各人財育成委員の下に部内教育担当職員を置き、各
部内ごとの推進方針を立てるため、部内教育担当者会議
を開催した。

　人財育成委員会の初会議が１２月だったことも
あり、部内教育担当者会議が２月となってしまっ
た。
　そのため、４月の人事異動により人財育成委員
及び部内教育担当職員の半数のメンバーが替わ
ることとなった。平成２３年度は、早めに会議を開
催していく。

総務課

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

人材育成基本方針の中心であるＯＪＴ（職場内
研修）が、全ての職場で行われるような体制に
するために、評価者研修・管理職研修でＯＪＴに
ついての研修を実施する。

実施

76 実績
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（３）人材育成基本方針に基づく職員育成

②研修体系の見直し

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 検討・実施

上記年次計画に
対する実績

実施

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№

上記年次計画に
対する実績

－

財政効果
（千円）

－

年度

○ 未着手

調査・検
討

方針・計
画

実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

実績

22

平成２３年度から検討にはいるため、今年度は未着手と
なった。

　各部局から、県等で開催されている専門(業務)
研修等を聞き取り調査を行う。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

多様化する市民ニーズに対応するための、専
門研修等について検討する。

検討

79

総務課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　市の財政事情や事務の効率化を考慮し、単独でやらな
ければいけないものは市で、県や市長会等と合同でできる
ものは委託して実施した。

　多様化する市民ニーズや行政事情に対応でき
るような研修体系とするため毎年度見直しを図る。

総務課

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

市単独でできるもの、県や市長会等と合同で実
施するものを検討・仕分けし、実施する

実施

78 実績
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（３）人材育成基本方針に基づく職員育成

③職員の資質向上、意識改革、能力開発

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 制度の策定 試行・見直し

上記年次計画に
対する実績

試行・見直し

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№

上記年次計画に
対する実績

－

財政効果
（千円）

－

年度

○ 未着手

調査・検
討

方針・計
画

実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　平成２３年度から検討に入るため、今年度は未着手で
あった。

　人事評価の結果を人事や給与へ反映させるた
めには、評価システムや反映させるためのシステ
ムが完璧に近くないと混乱の原因となるため十分
な検討が必要である。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

人事評価結果の人事・給与への反映を検討す
る。

検討

81 実績

総務課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

①平成２２年２月に全管理職を対象に４回に分けて評価者
研修を実施した。
②４月に新任管理職を対象に評価者研修を実施した。
③６月～１１月を評価期間とし、業績評価と行動面評価か
らなる評価制度の試行を実施した。

　評価制度のスケジュールや評価区分等におい
て現状に即した評価制度となるよう随時見直しを
行っていく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

人事評価制度を導入する。

試行・見直し

80 実績

総務課
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指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 作成 活用・見直し

上記年次計画に
対する実績

活用・見直し

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 実施・見直し 実施・見直し

上記年次計画に
対する実績

実施・見直し

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

①４月　第１回委員会において、２１年度の取り組みを検証をした。
②５月　第２回委員会において、２２年度の重点目標の検討をした。
③８月　第３回委員会において、２２年度の重点目標を決定し、取り組み
の内容を検討した。
④９月　第４回委員会において、マナー標語の掲示、啓蒙用卓上三角柱
の作成。ポケットマナーマニュアルの作成と配布をした。また、職員のマ
ナーに関する市民アンケート（外部アンケート）を実施した。（９月～１１月
に各地域協議会委員139名に依頼）
⑤１０月　第５回委員会において、内部アンケートの検討をした。
⑥１月　　第６回委員会において、外部アンケートの集計結果の報告と検
証をした。また、内部アンケートの方法について検討をした。
⑦２月　　第７回委員会において、内部アンケートの集計結果の報告と検
証をした。外部アンケートと内部アンケートの公表のしかたについて検討
した。
⑧３月　　「毎朝のミーティングと朝礼の実施」を提案した。
⑨４月　　「市職員のマナーに関するアンケート」の結果報告書を掲示板
に掲載して周知した。

　委員会では２０年度から同じ重点目標を掲げて
３年間啓蒙してきたが、未だに市民からの苦情を
いただくことがあるため、２２年度は３年間の取り組
みを検証する意味で外部内部アンケート調査を
実施した。その結果を踏まえ、全職員が市民の目
線に立った接遇マナーができるようマナー向上委
員会が先導して啓蒙し、職員一人ひとりの意識向
上を図っていく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

マナー向上委員会を継続し、職員の接遇に関
する意識を高め、丁寧さや親しみが伝わるよう
な接遇を実施し、市民に信頼される職員を目指
す。

実施・見直し

83 実績

総務課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

①4月　マニュアルを全庁掲示するための精査と改善につ
いて通知した。
②5月　各課の業務マニュアルを全庁に掲示し可視化する
ことで全職員が所属を超えて市の事業や業務そのものを
知ることができ情報をできるようになることや、他者の業務
マニュアルを見ることで自らのマニュアルと業務の改善点
を見い出し、併せて業務のムダやムリを発見することがで
きるようになることを示した。
③9月　マニュアルの改善と活用について通知し、未完成
のものについても完成させるよう指示した。
④2月　マニュアルの精査と改善について通知し、スムー
ズな引継ぎができるよう人事異動前にマニュアルの整備を
するよう指示した。また、同じ業務を取り扱う部署（支所）間
同士の業務の摺り合わせの必要性を示唆した。

　業務マニュアルは常に見直し改善して最新のも
のとしておくことを職員に意識づけることで、職員
の仕事に対する意識改革と創意工夫が生まれ、
業務の改善、正確化、合理化を進めることができ
るようになると考えることから、今後も活用と改善に
ついて定期的に通知していく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

業務マニュアルを作成・活用することで業務の
資質向上への意識改革を図る。

活用・見直し

82 実績

総務課
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指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 特定指導項目数
20年度は「検収」、
21年度は「契約書

の表記」
２項目

上記年次計画に
対する実績

４項目

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

実績

22

　定期監査（後期）における個別テーマは下記４項目を設定し
た。
①滞納繰越債権の徴収事務（対象28部署)
②窓口現金収納事務（対象7部署）
③徴収又は収納を委託した歳入の管理（対象5部署）
④団体事務局等の預金口座の管理（対象17部署）
　平成22年度監査計画においては、①、②のテーマを設定して
いたが、監査委員の指示のもと、新たに③、④のテーマを追加し
て監査を実施した。取り組み結果については以下のとおりとなっ
ている。
・9/30　①の項目について、財務会計システムよりデータ抽出。
監査対象リストを作成。
・11/1～11/16　 ③、④の項目についての全庁現況調査を実
施。
・12/14～12/24　全庁現況調査の結果を踏まえ、④の項目につ
いて62部署（427通帳）について追加調査を実施。
・12/15～12/28　①～④の項目について対象部署へ監査資料
作成を依頼。
・1/7～2/1 対面監査を実施。
・2/18 定期監査（後期）報告書告示。
※結果については「平成22年度定期監査（後期）報告書」のとお
りとなっている。テーマ毎に監査意見を記載し、職員の「事務品
質」の確保に努めいている。

　平成23年度監査計画を策定し、次回定期監査
（後期）においては、下記の2つの個別テーマを設
定している。
①公有財産等の実在性と評価額の確認
②工事設計、施工等に関する契約の適正性の確
保するための牽制組織の確認

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

定期監査を活用し、職員の「事務品質」を確保
する。

2項目

84

監査委員事務局
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（１）自立・持続可能な財政基盤の確立

①起債事業の厳選と市債発行額の抑制

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№
新規起債発行額の
元金償還額に対す

る割合

発行　５２．０億円
償還　７１．７億円
　　　 （７２．５％）

発行　５２．４億円
償還　７４．７億円
　　　 （７０．１％）

上記年次計画に
対する実績

発行　４５．７億円
償還　７５．５億円
　　　 （６０．５％）

財政効果
（千円）

▲２９．８億円
(市債残高の減少)

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№
全地方債における

交付税算入率
（目標６０％以上）

56.5% 60.0%

上記年次計画に
対する実績

60.4%

財政効果
（千円）

4,656,358

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

交付税算入率の高い地方債を活用する。

60.0%

86

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

実績

22

　公債費負担適正化計画を基本に、今後の財政推計及び
実施計画等を勘案し市債発行額の抑制に努めた結果、発
行額については計画額と比較し▲６．７億円の縮減となっ
たことなどから、発行額に対する償還額は▲２９．８億円と
なり、市債残高の減少が一層図られ、将来負担の軽減に
繋がった。

　各年度における市債発行額については、公債
費負担適正化計画における市債発行額の範囲
内を遵守する。なお、公債費負担適正化計画に
おいては、計画期間内の発行額を元金償還額の
８割以内とすることを基本としているが、各年度の
発行額については、毎年度見直しを行う総合計
画における実施計画に沿って、範囲内での見直
しを図ることとする。

22

H21末市債残高　　　　　　　　　110,125,435千円   (A)
H21末交付税算入見込額　　　　62,256,219千円 　(B)
H21末市債残高交付税算入率  (B)/(A)   56.5％    ①

H22末市債残高　　　　　　　　　109,112,356千円   (C)
H22末交付税算入見込額　　　　65,899,498千円 　(D)
H22末市債残高交付税算入率  (D)/(C)   60.4％　 ②

　地方債残高に対する交付税算入率は、前年度と比較し
3.9ポイント(残高と算入額の比較4,656,358千円)増加して
おり、将来負担の軽減が図られた。

　今後も公債費負担適正化計画に基づき、市債
発行額の抑制に努めながら、合併特例債・過疎
債など交付税算入率の高い地方債を有効に活用
していく。なお、合併特例債の発行が終了する
H27年度以降の市債発行計画について、実施計
画等との整合性を図りながら順次策定を進めてい
く。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

財政課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

財政課

３　財政の健全化

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

公債費負担適正化計画(H21～28)の計画期間
内における新規起債発行額を元金償還額の８
割以内に収める。（臨時財政対策債を除く）

発行　４１．７億円
償還　７５．２億円
　　　 （５５．５％）

85 実績
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（１）自立・持続可能な財政基盤の確立

②財務情報の開示

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 財務４表 作成 公表

上記年次計画に
対する実績

公表

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

財政課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

実績

22

　平成２１年度決算に基づき財務書類４表を作成。
作成にあたっては、総務省方式改定モデルに従い、普通
会計・特別会計及び企業会計、更に市と連携協力し行政
サービス等を実施している一部事務組合、広域連合、公
社、第３セクター等を含む連結財務書類としている。
　また、連結財務書類については、市議会全員協議会に
おいて議会に対する説明を行ったほか、市ホームページ
及び広報にて市民に公表した。

　引き続き、各年度決算における財務諸表を作成
し、内容を分析することにより、財政面から市の特
徴や課題を明らかにし、行政運営の意志決定や
資産・債務の適切な管理に活用していく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

「貸借対照表」「行政コスト計算書」「資金収支計
算書」「総資産変動計算書」の財務４表を公表
する。

公表

87
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（２）公平で効率的な財政運営の確保

①自主財源の確保

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 市税の収納率
９１．３８％

（現年実績 97.63%）
（滞繰実績 12.41%)

９１．６０％
（現年　97.95%）
（滞繰　13.65%）

上記年次計画に
対する実績

９１．１４％
（現年　97.67%）
（滞繰　13.70%）

財政効果
（千円）

11,877

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 実施 実施

上記年次計画に
対する実績

実施

財政効果
（千円）

7,387

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

①８月　財産処分推進プロジェクトチームを設置した。
②１１月　秋田県宅地建物取引業協会との「市有財産の照
会による売却に関して」の協定書の締結した。
③１１月　売却可能資産の選定を行った。

①プロジェクトチームによる普通財産売払い事務
取扱要綱等の制定が必要である。
②売却可能資産の公表を検討する。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

市有地の公売を推進する。

実施

89 実績

管財課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　秋田県地方税滞納整理機構へ職員を派遣し差押えを
行った。
　また、市においてもそのノウハウを吸収するほか様々な
研修を通しスキルを高めることにより、差押えや、過払い金
請求による滞納解消などを行うことにより、滞納整理を推
進した。

　職員数の減少とそれに伴う機構改革等により、
特に各支所における収納体制の弱体化とノウハウ
の低下が懸念される。
　この対策として、市民サービス課長および担当
者会議を充実させ、収納に対する理解の深化と
協力体制の構築を目指すとともに、本庁と支所間
の協同および情報交換を行うことにより、ノウハウ
の共有を図る。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

徴収体制の強化により市税収納率を向上させ
る。

９１．８９％
（現年　98.09%）
（滞繰　13.95%）

88 実績

税務課
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指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 未実施 検討

上記年次計画に
対する実績

検討

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

○ 方針・計
画

実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 実施

上記年次計画に
対する実績

検討

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

○ 調査・検
討

方針・計
画

実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

①ホームページへの分譲地全資産の公開を検討した。
②有料公告の利用を検討した。（広告媒体として活用可能
なもの。）

①開発公社解散に伴い取得した分譲地及び西
仙北・仙北地域の未分譲地について、もう一度売
却価格等の再検討を踏まえ広告の手段を協議し
ていく。
②売払紹介業務（宅地建物取引業協会）の活用
を検討する。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

分譲地のチラシを作成し、積極的な売払いを推
進する。

実施

91 実績

管財課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　今年度、不用決定された公用車や重機等で、公売できる
物件を公用車車両台帳及び物品不用決定綴を参考に選
別し来年度に向け準備を進めた。

　公売予定物件はあるが、全国ネットとなると輸送
費等の関係もあるため、現時点では秋田県内の
法人・個人を対象としたホームページと広報への
公告による一般競争入札を実施しており、物品公
売に関する事務取扱要領等の整備が必要であ
る。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

インターネットを利用し公用車・重機等を全国
ネットで公売する。

実施

90 実績

管財課
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指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№
寄付者人数

（金額）
43人

（6,333千円）
45人

（6,500千円）

上記年次計画に
対する実績

43人
(7,357千円）

財政効果
（千円）

7,357

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ ２１年３月作成 変更計画作成

上記年次計画に
対する実績

変更計画作成

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　平成２１年３月に策定した「国民健康保険運営安定化計
画」の変更版として、これまでの実績を基に、平成２５年度
までの計画として２３年２月に策定した。
　①平成２３年１月１８日　　庁内における検討（市長ヒアリ
ング）
　②平成２３年１月３１日　　議会総務民生常任委員会説明
　③平成２３年２月２３日　　国民運営協議会説明

　変更計画では平成２３年度に国保税率を見直
すことの計画としていたが、決算見込みにより財
源が確保できることから、税率は据え置くこととし
た。今後の医療費の状況、制度の改正等状況の
把握が難しいため、計画と実績が大きく乖離する
ことも考えられることから、長期の計画ではなく、２
年ごとの見直しが必要である。計画は２５年度まで
としていたが、国の後期高齢者医療制度の見直し
に伴い、国保の広域化についても国において検
討されており、それらの動向を踏まえると、２５年度
以降においての大仙市国民健康保健事業運営
安定化計画の後期版について策定する必要があ
る。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

「国民健康保険運営安定化計画」により、医療
の動向等による国保税の適正な税率について
計画の変更を実施する。

実施

93 実績

国保年金課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

①５月
平成２１年度納税者に対する礼状、報告書を送付した。
②８月
大曲の花火パンフ・交通規制図へ広告を掲載した。
③１２月
過去の納税者に対する季節のお便りを送付した。
④随時
各ふるさと会等に対してＰＲ活動をした。
⑤毎月
寄付者に対する広報紙を送付した。

　平成23年度以降、大仙市ふるさと応援基金を活
用した事業案を検討する。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

ふるさと納税制度のＰＲ活動と寄付者（金額）の
拡大を図る。

45人
（6,500千円）

92 実績

総合政策課
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指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 有料化実施地域数 2地域 8地域（全地域）

上記年次計画に
対する実績

8地域（全地域）

財政効果
（千円）

957

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№
滞納者数
滞納額

４８人
8,000千円

３８人
7,200千円

上記年次計画に
対する実績

４７人
8,636千円

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　収納推進課とは、滞納者情報が一部共有されているが、
臨時戸別徴収、電話による勧奨、子ども手当支給に合わ
せた納付相談など、児童家庭課独自の取り組みになっ
た。
　納付実績は、現年度分の収入未済が前年度の4,133千
円から1,756千円に大きく減少した。また、滞納繰越分も
3,168千円の収入があった。

　収納推進課との連携では、主導する部門の働き
かけが必要。
　滞納額については、21年度分の滞納額が多
かったことから、滞納繰越分総額の減少にならな
かった。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

【保育料、幼稚園、給食費の過年度の滞納につ
いて、一般税を収納する収納推進課と連携して
取り組むことで、少しでも未収金の解消に努め
る】
・滞納者情報の共有（名寄せ・管理表）
・収納推進課との徴収協議
保育園保育料

３０人
5,800千円

95 実績

児童家庭課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　平成22年度から、各地域で異なっていた粗大ごみ収集
体制を、排出者責任の明確化及び負担の公平性の観点
から、高齢者に配慮した戸別収集とし、粗大ごみ収集体制
の全市統一化を実施した。
　平成22年度の粗大ごみ用証紙販売による粗大ごみ処理
手数料については、前年度比217％、957千円の収入実績
となっている。
　また、粗大ごみ収集の申し込み方法については、広報3
月16日号と共に全戸配布した各地域版「ごみ排出の手引
き」に掲載したほか、広報4月1日号、4月16号及び6月1日
号に関連記事を掲載し市民周知に努めた。

　粗大ごみの収集体制の全市統一化を実施した
ことから、経済的動機付けによる粗大ごみの減量
化・再資源化を図り、更なる適正処理に努めてい
く。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

粗大ごみ収集体制の統一化による有料化を市
内全地域へ拡大する。

8地域（全地域）

94 実績

環境交通安全課
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指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№
滞納者数
滞納額

１８人
464千円

１２人
318千円

上記年次計画に
対する実績

20人
1,029千円

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№
滞納者数
滞納額

８１６人
28,200千円

７３４人
25,380千円

上記年次計画に
対する実績

７１１人
24,035千円

財政効果
（千円）

1,856

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

①滞納者台帳（滞納者の所得情報も含む）を作成した。作
成するにあたり、収納推進課にて所得等調査を実施した。
②過年度催告状の発行回数を１回→２回に増やした。
③滞納者台帳は全てのセンターで共有して使用出来るよ
うにした。
④事務担当者会議を定期的に開き、徴収情報、方法等を
検討した。それをふまえて電話催告、戸別訪問は随時
行った。
⑤以下の通り過年度給食費の収納額が増加した。
　平成２１年度過年度給食費収納額　　　９０６，３１０円
　平成２２年度過年度給食費収納額　１，８５５，７２０円

　更なる収納率の向上には、学校、保護者の協力
が不可欠であり、今後の課題として、学校との協
力体制を整えることが急務である。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

【保育料、幼稚園、給食費の過年度の滞納につ
いて、一般税を収納する収納推進課と連携して
取り組むことで、少しでも未収金の解消に努め
る】
・滞納者情報の共有（名寄せ・管理表）
・収納推進課との徴収協議
給食費

６６０人
22,842千円

97 実績

学校給食総合センター

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　債務者に対して平成22年5月中旬に未納分の納付書を
送付し、各幼稚園を通じて債務者へ催告した。督促状に
ついては一般税を収納する税務課と同じタイミングで送付
した。
　また、一括納入できない債務者に対しては、分納等によ
る納入を促し、訪問徴収等を行った。

　特定の債務者が多期に渡り料金を滞納してお
り、引き続き債務者への催告をする。また、一括納
入ができない債務者に対しては、分納等による納
入を促すことで未収金の解消に努める。年々滞
納者及び滞納額が多くなる傾向にあるため、各幼
稚園職員からも未納保護者に対し、納付の声か
けの協力をお願いする。さらに、今後は公立幼稚
園の法人化計画により公立幼稚園が法人へ移譲
され民間での管理となるため、市の未納分の徴収
が厳しくなることから、移譲前に未納を減らすよう、
保護者の所得状況に応じて、今まで以上に未納
者に対し電話や訪問等を強化していく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

【保育料、幼稚園給食費の過年度の滞納につ
いて通知等を送付し、少しでも未収金の解消に
努める】
・滞納者情報の共有（名寄せ・管理表）
・税務課との徴収協議
幼稚園保育料

８人
239千円

96 実績

教育総務課
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指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 策定

上記年次計画に
対する実績

協議

財政効果
（千円）

年度

未着手

調査・検
討

○ 方針・計
画

実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ － － 策定

上記年次計画に
対する実績

協議

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

○ 方針・計
画

実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　収納対策計画として、毎年度『水道給水停止処分運用マニュアル』
を作成し、収納に係る取り組みについて協議している。また各総合支
所において、毎月、現年分・滞繰分の料金収納目標額を設定し、収
納取り組みの強化を図っている。
①１１月 収納対策会議の実施
・【水道停水処分運用】について
　簡易水道班と各総合支所建設課水道担当の業務区分を明確に
し、運用の円滑化を図ることとした。また、水道電算システムを活用し
た督促・催告通知等を定期に発送し、収納率の向上について協議し
た。
②2月 収納対策会議の実施
・【滞納繰越水道料金の不納欠損】について
　各総合支所建設課水道担当と協議し、調書等の作成について統
一化を図った。また、年度末における水道料金徴収を強化する旨を
協議した。
「平成22年度末 収納率」
　 現年 97.61%(前年比 0.25%減)      滞繰 26.88%(前年比 5.45%増)

　中・長期的な収納対策計画書を策定し、各支所
の担当者と連携を図りながら目標収納率の達成
に努める。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

水道料金収納対策会議を強化し、加入促進及
び収納対策計画を策定し、自主財源の確保を
図る。

実施

98 実績

水道課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　自主財源の確保においては、水道料金の収納率を上げ
ることが喫緊の課題であり、収納対策計画として、督促状
や催告書を適宜発送するとともに、停水の執行等収納取り
組みの強化を図った。
　また、各総合支所水道担当と収納対策会議を２回実施し
た。
①２２年１１月２日　　【水道停水処分運用】の協議
②２３年２月７日　　　【滞納繰越水道料金の不能欠損】の
協議
「平成２２年度末収納状況」
　　現年　　９３．８１％（前年比２．７６％減）
　　滞繰　　７６．９１％（前年比３．２０％減）

　中・長期的な収納対策計画書を策定し、各支所
の担当者と連携を図りながら目標収納率の達成
に努める。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

水道料金収納対策会議を強化し、加入促進及
び収納対策計画を策定し、自主財源の確保を
図る。

実施

98 実績

上水道課
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（２）公平で効率的な財政運営の確保

②公平で効率的な事業精査

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№
該当事業の発注率

（発注実績）
２５％

３０％
（対前年比５％増）

上記年次計画に
対する実績

19.2%
(72,009千円）

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 職員による調査 職員による計画

上記年次計画に
対する実績

職員による計画

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

○ 方針・計
画

実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　平成２３年度に国の社会資本整備交付金事業として、橋
長15ｍ以上２３０橋の内23年度に100橋の橋梁点検、24年
度130橋の橋梁点検結果を基に、平成25年に橋梁長寿命
化計画策定業務を策定し、平成２６年度からは、橋梁の修
繕及び計画的な架替えに事業に着手する。
2ｍ以上15ｍ未満の橋梁1,400橋については、２３年度に
橋梁を把握し、職員で点検できるものは実施していく。

　平成２３年度からの、国の補助事業による橋梁
点検後に橋梁寿命化計画を策定される。その後、
橋梁の修繕等の事業費が毎年発生する可能性
がある。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

橋梁の長寿命化修繕計画及び工事

計画の業務委託

100 実績

道路河川課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

①小規模修繕等契約希望者登録要綱の見直しを行い、２
１年度登録業者１７５者から、２２年度１９７者に、 登録業者
数の増加を図ることができた。また、新たに15節の工事請
負についても軽易な維持・補修工事については小規模登
録業者への発注を可能とした。
②２１年度の実績額32,595千円に対し、22年度は、72,009
千円と倍増している。これは15節の工事請負費についても
小規模事業者に発注できるよう制度拡充したことが主な要
因である。

①22年度実績額としては倍増したものの、発注率
では１９．２％となり、前年度実績を下回ることと
なった。これは、「きめ細かな交付金等を活用した
難易度の高い修繕料が増加したことも要因と考え
られるが、なお一層の制度周知を図り、小規模登
録事業者への発注率を高めていく。
②制度改正に伴い、数値目標の指標が実態に則
さないことから、次年度については対前年比実績
５％増を目標値として掲げる。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

軽微な修繕等を、地域の小規模業者に発注す
ることにより、効率的な施工の推進と地域経済
の活性化を図る。

３５％
（対前年比５％増）

99 実績

契約検査課
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指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ ４館自主事業費 50,613千円 46,909千円

上記年次計画に
対する実績

46,119千円

財政効果
（千円）

790

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

【「大仙市市民会館等運営連絡協議会」の設置】
　合併６年目を迎え、市民の目線からの意見や提案を積
極的に取り入れながら、４市民会館のそれぞれの規模・立
地・地域性を生かしつつ、全市的な立場から大仙市として
統一のとれた自主事業公演を実施する必要がある為、自
主事業公演の企画立案等への市民参画を図り、「協働に
よるまちづくり」の推進に資することを目的として、新たに
「大仙市市民会館等運営連絡協議会」を設置した。

　平成23年度自主事業公演は、すでに決定済み
であり、平成24年度の4館自主事業公演の策定に
向けて、新しく設置された「大仙市市民会館等運
営連絡協議会」の委員による審議を行う。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

４市民会館の事業について、開催の時期的な
重なりや、公演内容の偏りなどのないように調
整することで、バランスの取れた効果的な催し
物の開催をめざす。
また、総合市民会館が主導的な見地から市民
会館全体の事業費の調整を行い、縮減に努め
る。

44,600千円

101 実績

総合市民会館
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（２）公平で効率的な財政運営の確保

③補助金の見直し

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№
対前年度比単独補

助金の縮減額
６百万円 ７０百万円

上記年次計画に
対する実績

１３１百万円

財政効果
（千円）

１３１百万円

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№
７１７組合

（納税貯蓄組合へ
の補助金額）

実施に向け準備
（１６，７１２千円）

実施
（１４，０６８千円）

上記年次計画に
対する実績

実施
（１３，７２３千円）

財政効果
（千円）

2,989

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　大仙市納税貯蓄組合助成等規則の一部改正により、組
合員数割等の基本割合を減額し、前年の口座振替加入
率及び、口座振替加入件数に応じ助成金額を増額する補
助基準とした。
（H22実績：口座振替新規加入割の件数　１，３６９件）

　引き続き、納税貯蓄組合活動を、納税に対する
啓蒙活動及び、組合員個々の納税貯蓄と口座振
替の推進とし、口座振替制度の促進を図る。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

納税貯蓄組合の補助基準を改正する。
（口座振替制度の促進）

実施
（１５，０００千円）

103 実績

税務課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　平成２２年度における市単独補助金については、前年度
と比較し▲131,673千円の大幅な減額となっている。主な
要因としては、すこやか子育て手当支給事業費（▲92,485
千円）、地域商品券助成事業費（▲50,292千円）などが挙
げられる。

　H21市単独補助金　1,241,161千円
　H22市単独補助金　1,109,488千円
　　　　　　比　　較　　▲131,673千円

　引き続き市単独で交付している各種団体に対す
る補助金等については、補助金審査委員会の設
置による外部からの内容評価、今後の方向性など
の意見を取り入れたうえ、補助金の必要性や内容
について、行政の責任分野、経費負担のあり方、
行政効果等を精査し、廃止・統合・削減等につい
て更なる検討を加える。また、団体育成、奨励的
先導的事業の補助金にはサンセット方式を導入
するとともに、団体の自立に向けた指導・育成に
努める。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

市単独補助金を縮減する。

６０百万円

102 実績

財政課
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指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 実施 実施

上記年次計画に
対する実績

実施

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 助成対象事業所
（拡充分）

中小企業者
個人事業者

中小企業者
個人事業者

社会福祉法人
医療法人

（２９）

上記年次計画に
対する実績

拡充
申請件数5件

助成金3,150千円

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

①当該助成金制度と他の雇用関係助成金制度について
検討した。
②申請件数については他の制度への申請が多く、拡大助
成金への申請は少なくなってきていることから制度の継続
について検討を行った。
③有効求人倍率がいまだ低いことから雇用拡大につなが
る助成金制度は必要であるが、雇用に関する制度が多く
あることから制度の統合について検討し、雇用拡大助成金
については新たな雇用創出助成金制度に統合することと
した。
（同制度の新規雇用の助成金対象者は平成23年3月31日
までに雇用された人が対象。）

　同制度の平成22年度までの新規雇用予定分を
平成23年度予算の対象としていく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

【雇用環境を勘案しながら雇用機会拡大のため
の施策推進及び助成金制度を見直す】
雇用拡大助成金を見直す。
（助成対象事業所の拡充）

中小企業者
個人事業者

社会福祉法人
医療法人

（３０）

105 実績

企業対策課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

（下記の制度案内を行った）
①市のホームページによる周知
②市の広報による周知
③各種団体（大曲商工会議所、大仙市商工会、大曲仙北
雇用開発協会、大仙市企業連絡協議会）に対しての周知
④事業所訪問による周知
⑤圏域助成金の周知
・仙北市、美郷町の事業所に郵送による周知
・仙北市、美郷町の商工会への周知
・仙北市ホームページによる案内

　雇用拡大に向けて平成22年度同様に市のホー
ムページなどにより制度案内を行っていく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

【雇用環境を勘案しながら雇用機会拡大のため
の施策推進及び助成金制度を見直す】
雇用拡大のために制度のＰＲに努める。

実施

104 実績

企業対策課
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指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№
新規雇用１年経過
後の申請受付後

新規雇用３ヶ月経
過後の申請受付後

上記年次計画に
対する実績

実施
申請件数9件

助成金6,600千円

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 創設検討 制度創設

上記年次計画に
対する実績

創設
申請件数5件

助成金350千円

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

①平成22年４月1日より創設した制度であるが、ハローワー
ク大曲管内の雇用環境は有効求人倍率が依然低いことか
ら大仙市内だけでなく圏域の事業所からの雇用も必要で
あり、制度の継続について検討した。
②大仙市民の雇用拡大を図ることから助成対象となる新
規雇用の期間について平成24年3月31日までを対象とす
ることした。

   今後においても雇用環境を勘案しながら雇用
機会拡大のための制度を検討していく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

【雇用環境を勘案しながら雇用機会拡大のため
の施策推進及び助成金制度を見直す】
圏域雇用助成金制度を創設する。
（仙北市、美郷町内事業所における大仙市民の
雇用創出）

制度継続

107 実績

企業対策課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

①助成金交付時期について、平成22年度より前金払で交
付していたが、他の助成金制度の前金払で返還金等生じ
たことから交付時期について検討した。
②助成金の返還金が発生しないように且つ、事業所への
早期効果が期待できるように助成金の支払時期を平成23
年度から半年毎の実績払いに変更することとした。
③被雇用者要件として45才未満としていたが、他制度が
65才未満としていたことから年齢要件について検討した。
④被雇用者要件について助成金制度を整理して創設す
る雇用創出助成金制度と同様に平成23年度から65才未
満まで拡充することとした。

   今後においても早期効果が期待でき、雇用機
会拡大につながる制度を検討していく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

【雇用環境を勘案しながら雇用機会拡大のため
の施策推進及び助成金制度を見直す】
雇用奨励助成金制度を見直す。
（交付時期の見直し）

新規雇用３ヶ月経
過後の申請受付後

106 実績

企業対策課
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指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№

助成対象事業所
（拡充分）

要件

中小企業者
個人事業者

１年以上の雇用契約

中小企業者
個人事業者

社会福祉法人
医療法人

（２９）
期間の定めのない雇用契

約

上記年次計画に
対する実績

拡充
申請件数79件

助成金34,700千円

財政効果
（千円）

－

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№
バス台数運行台数

（台）
10台 7台

上記年次計画に
対する実績

7台

財政効果
（千円）

1,206

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

　通学支援を要する児童数に見合った適正な運行経路及
び代替の交通手段等を精査し、地元住民や学校、バス会
社などと協議を進めた。その結果、２２年度は計画どおり協
和地域で５路線１０台から４路線７台と３台削減できた。代
替措置として２名がタクシー通学となった。

　今後、学校統合を控えている地域について、協
和地域を参考にしながら、各地域の課題を考慮し
効率のよい遠距離通学の補助を計画していく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

協和地域における遠距離通学バス補助金削減
に伴い、遠距離通学バスの台数を削減する。
台数の削減にあたっては、現在、児童生徒数が
減少傾向にあるため、今後の通学支援を要す
る児童数に見合った適正な運行経路及び代替
の交通手段等を精査し、地元住民や学校、バス
会社などと協議を進める。併せて、児童生徒の
体力つくりのために全市を挙げて「てくてくとくと
く歩いて学校へ行こう運動」を奨励していく。

6台

50 実績

教育総務課

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点） 年度別進捗状況

22

①当該助成金制度と他の雇用関係助成金制度について
検討した。
②制度が多いことから類似制度を統合し、新たな制度に
ついて検討した。
③有効求人倍率がいまだ低いことから雇用拡大につなが
る助成金制度は必要であり、緊急雇用助成金については
平成23年度から新たに創出する雇用創出助成金制度に
統合することとした。

　 同制度の新規雇用の助成金対象者は平成23
年3月31日までに雇用された人が対象であること
から平成22年度後半での新規雇用予定分を平成
23年度予算の対象としていく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容

【雇用環境を勘案しながら雇用機会拡大のため
の施策推進及び助成金制度を見直す】
緊急雇用助成金の見直し及び継続検討
（助成対象事業所の拡充、要件の見直し）
　※１年以上の雇用　→　正規雇用

中小企業者
個人事業者

社会福祉法人
医療法人

（２９）
期間の定めのない雇用契

約

108 実績

企業対策課
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（２）公平で効率的な財政運営の確保

④施設運営の改善

指標名
(単位)

21年度
（現状）

２２年度

№ 現状確認 計画

上記年次計画に
対する実績

笹倉、黒森山、
協和放牧場の３牧
場に放牧。松倉放
牧場は自主放牧

財政効果
（千円）

753

年度

未着手

調査・検
討

方針・計
画

○ 実施

取組結果や検討等の状況 次年度以降への対応（課題や改善点）

109 実績

市借用の放牧地・採草地の整理統合を図る。

一部実施

農林振興課

年度別進捗状況

22

　平成２１年度まで笹倉、黒森山、協和、松倉放牧場の４
牧場へ放牧していたのを、平成２２年度からは笹倉、黒森
山、協和放牧場の３放牧場へ集約して放牧した。
　松倉放牧場については、平成２２年度から組合組織によ
る自主放牧を行った。

【Ｈ２２放牧場の状況】
・笹倉放牧場（神岡）　　　　５２頭　　放牧日数　１８３日
・黒森山放牧場（西仙北）　３１頭　　放牧日数　１６１日
・協和放牧場（協和）　　　　６１頭　　放牧日数  １６６日
　　　３放牧場合計　　　　　１４４頭
自主放牧
・松倉放牧場（大曲）　　　　２５頭　　放牧日数　１６２日

　笹倉、黒森山、協和放牧場の放牧場について
は、年次計画により草地更新を図っていく必要が
ある。
　松倉放牧場については、借地契約を含めて廃
止に向けて検討していく。

担
当
課

年次計画（数値目標）

２３年度

取
組
内
容
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